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第 152 回入札監理小委員会 

議事次第 

 

 

                  日 時：平成 22 年 11 月 16 日（火） 18:21～22:09 

                  場 所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１．実施要項（案）の審議 

  ○診療放射線技師国家試験事業外５試験事業（厚生労働省） 

  ○外務省庁舎等施設管理業務（外務省） 

  ○経済産業省特許庁庁舎の管理・運営業務（特許庁） 

  ○中央合同庁舎第５号館の管理・運営業務（厚生労働省） 

  ○中央合同庁舎第２号館及び総務省第二庁舎施設の管理・運営業務（総務省） 

  ○東京港湾合同庁舎等の施設管理・運営業務（財務省） 

  ○湯島地方合同庁舎の管理運営業務（財務省） 

  ○駐留軍等労働者労務管理機構の情報システム運用管理業務 

（（独）駐留軍等労働者労務管理機構） 

２．事業の評価（案）等の審議 

  ○国立病院機構の医業未収金支払案内等業務（（独）国立病院機構） 

３．その他 

 

 

＜出席者＞ 

（委 員） 

  樫谷主査、渡邉副主査、稲生専門委員 

（厚生労働省） 

＜診療放射線技師国家試験事業外５試験事業＞ 

  大臣官房地方課地方厚生局管理室 主藤室長補佐、品田室長補佐、高野係長 

医政局医事課試験免許室 赤熊室長、曽我室長補佐 

健康局総務課生活習慣病対策室 増田主査 

＜中央合同庁舎第５号館の管理・運営業務＞ 

大臣官房会計課管理室 遠藤室長補佐、小峰係長、井手係長、内田係長 

（外務省） 

  大臣官房会計課管理室 若狭室長、小室課長補佐、諸橋課長補佐、野沢課長補佐 



3 
 

（特許庁） 

  総務部会計課 寺嶋課長、厚生管理室 武島室長、有賀課長補佐、市岡課長補佐 

（総務省） 

  大臣官房会計課 福田企画官、統計局総務課 奥田調査官 

警察庁長官官房会計課 大熊課長補佐 

（財務省） 

  関東財務局総務部会計課 鈴木課長、山田課長補佐 

東京財務事務所総務課 黒岩課長補佐 

東京税関総務部会計課 嶋田課長補佐、千葉係長、星野主任 

（（独）駐留軍等労働者労務管理機構 

企画調整部情報管理課 渡邊課長、朝戸係長、企画調整課 吉田企画専門職 

（（独）国立病院機構） 

  国立病院機構本部 河村副理事長、企画経営部 大鶴部長、指導課 和田課長 

  厚生労働省医政局 篠田審議官、政策医療課国立病院管理機構管理室 宇口室長 

 

（内閣府） 

  公共サービス改革推進室 舘室長 

 

（事務局） 

  舘事務局長、和田参事官、栗田参事官、後藤参事官、山西参事官 
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○樫谷主査 それでは、ただいまから第 152 回入札監理小委員会を開催いたします。  

 本日は、厚生労働省の診療放射線技師国家試験事業外５試験事業、外務省、特許庁等の庁舎管理・

運営業務６件、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構の情報システム運用管理業務の実施要項

（案）及び独立行政法人国立病院機構の医業未収金支払案内等業務の事業の評価（案）等について

の審議を行いたいと思います。  

 はじめに、診療放射線技師国家試験事業外５試験事業の実施要項（案）の審議を行いたいと思い

ます。本日は、厚生労働省医政局医事課試験免許室の赤熊室長に御出席いただいておりますので、

前回の審議等を踏まえました実施要項（案）の修正点等につきまして、７分程度で御説明いただき

たいと思います。よろしくお願いします。  

○赤熊室長 厚生労働省医政局医事課試験免許室長の赤熊でございます。よろしくお願いいたしま

す。  

 前回、こちらの委員会で民間競争入札の実施要項（案）について御審議をいただきました。前回

の御指摘を踏まえまして、事務局と協議しながら修正を行いました。それから、修正版を前提に一

般からの意見募集、パブリックコメントを行ったんですけれども、特段コメントは寄せられません

でした。修正に関する詳細は高野の方から説明させていただいてよろしいでしょうか。  

○高野係長 では、高野から修正点につきまして詳細を御説明いたします。  

 まず、前回の小委員会における御指摘ですが、大きく分けて２点いただきました。まず、１点目

としましては支払額の減額、損害賠償、違約金の関係につきまして、論理的に整合性を検証してい

ただきたいということで御指摘をいただきました。  

 ２点目につきましては、業務フローを参考資料としまして実施要項（案）の後ろに図をつけてお

りましたが、こちらをよりわかりやすいものにできないかということで御指摘をいただいておりま

す。  

 また、前回の小委員会におきましては情報開示に関しまして、参考値として提示いたします減価

償却費や間接部門費のたぐいが抜けておりましたので、その点が埋められております。  

 今の御指摘の点につきまして、対応を御説明いたします。  

 まず、減額、損害賠償、違約金の考え方でございますが、前提といたしまして債務不履行があっ

た場合の減額と損害賠償及び違約金は、別物であると考えております。違約金につきましては、損

害賠償と性質としては同様ですけれども、役所側の損害に関する立証責任を一定範囲で緩和すると

いう位置付けでございます。  

 今回の変更といたしましては、前回、解除を実際に行うかどうかにかかわらず違約金については

任意に請求できるとしておりましたけれども、こちらにつきましては事務局と他の試験との整合性

も検討しました結果、なるべく業者さん側に重い負担を課さないということを前提に、解除をした

場合にのみ定額での違約金の請求を行うと修正しております。  

 それから、解除後においてそれまで適正に履行された部分について、その部分はその部分として

お支払いするのか、それとも解除したからには一切払わないのか、その点が明記されておりません

でしたので、今回は適正に履行された部分につきましては、部分払いのルールにのっとりましてお
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支払いするということを明記いたしました。  

 それから、違約金関係につきまして、違約金の支払い条件等が実施要項（案）の中で散在してお

りましたので、そこは違約金関係の部分に集約しまして、いろいろなところを見なくても違約金関

係はここを見ればわかるというように修正しております。  

 減額につきましては、損害賠償、違約金とは無関係のものであって、履行されなかったら報酬を

減額すると。それを別個に生じた損害については、別途請求するという考え方については維持して

おります。  

 業務フローの図につきまして、わかりやすさということで御指摘いただいた点につきましては、

お手元の資料の後ろから４ページ目にございますが、大きく変わっているわけではないんですが、

業務フローの中で本省業務、厚生局業務ということで枠囲みをつけまして、どの部分が市場化の対

象であるかということを明示させていただくとともに、それぞれの会場の手配であるとか個別の業

務につきまして、実施要項（案）の中でどの項目に対応しているかを括弧書きで「５頁ハ」といっ

た形で明記させていただいております。  

 情報開示の補足でございますけれども、32 ページになりますが、各官署からデータを取り寄せま

して、ご覧のとおり数字を挿入しております。数字の考え方につきましては、下に注記事項の３で

書いてありますけれども、このような考え方で数字を計上しましたということで補記しております。 

 非常勤の職員が何人くらい従事していたかという点につきましては、前回書いておりませんでし

たので、今回事務局からの御指摘を受けまして 39 ページの一番上の表ですが、「人件費（非常勤職

員）」ということで表を追記させていただいております。  

 あとは、窓口の開設期間、受験等の出願書類等の受付窓口について、それぞれのブロックごとに

窓口を開設するようにということで実施要項上なっておりますが、いつからいつまで開設すればい

いのか、これまでの実績等を踏まえまして、その辺りを何月から何月ということを６ページに追記

しております。括弧書きで従来の実績としては、おおむね 10 月中旬から４月中旬ごろまでという

ことで書いております。  

 その他、形式的な点も含めまして些細な修正が含まれておりますけれども、実施要項（案）の頭

の部分で「９月」というのを「11 月」に改めた点ですとか、あとは会場について暖房設備を備える

ようにということにつきまして、現場から沖縄についてはむしろ冷房が必要な場合もあるといった

諸々の細かい修正をしております。  

 修正の内容につきましては、以上でございます。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 それでは、ただいまの御説明につきまして、何か御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 特にございません  

○樫谷主査 事務局から特に何かございますか。  

○事務局 ございません。  

○樫谷主査 それでは、本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおお

むね終了したものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理
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委員会への報告資料の作成につきましては、私に一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。  

 また、厚生労働省におれかましては、本実施要項（案）に沿って、適切に事業を実施していただ

きますようお願いしたいと思います。  

 本日は、どうもありがとうございました。  

 

（厚生労働省退室 外務省入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、外務省庁舎等施設管理業務の実施要項（案）の審議を行いたいと思いま

す。  

 本日は、外務省大臣官房会計課管理室の若狭室長に御出席いただいておりますので、前回の審議

等を踏まえた実施要項（案）の修正点等つきまして御説明いただきたいと思います。７分程度でよ

ろしくお願いします。  

○若狭室長（大臣官房会計課管理室） 外務省会計課管理室の若狭と申します。よろしくお願いい

たします。  

 前回の外務省の入札の実施要項（案）につきまして審査していただきまして、その結果、コメン

トをいただいた点につきまして今回御披露させていただくと同時に、パブリックコメント、それか

ら、我々の方から新たに修正箇所ということで何点か御説明させていただきたいと思います。  

 まずはじめに、パブリックコメントを受けての修正でございますが、これは別紙 29 ページの８

行目に業務責任者を設置する業務として、警備業務、清掃業務が記載漏れとなっていたという御指

摘がありましたので、それを加えさせていただきました。  

 また、パブリックコメントを受けての修正ではございませんが、そのほかに我が方といたしまし

て庭園保守管理業務につきましても業務責任者の設置が必要と考えまして、その旨加えさせていた

だきました。  

 また、別紙 200 ページ末尾に警備用Ｘ線検査装置保守項目の目的で、定期保守作業の年間実施回

数について御質問がございました。これにつきましては、年間４回実施ということで記載させてい

ただきました。  

 また、別紙 214 ページ冒頭、古紙回収作業と不要文書回収作業の作業時間等の御質問がございま

した。これにつきましては、古紙回収作業は午前８時から午後４時 45 分、不要文書回収作業は午
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前 11 時から午後４時 45 分である旨を記載させていただきました。  

 更に、別紙 283 ページの表の欄外、ガラス清掃は室外と室内両面を清掃するのか否かという御質

問がございました。これにつきましては、両面清掃することを明記させていただきました。  

 更に、別紙 301 ページの表の欄外に、様式９に記載されている資格・経験は必要不可欠とは考え

られない、類似の資格・実績であっても十分業務提供は可能と思われるとの御意見がありました。

類似の資格・経験でも差し支えない旨を記載させていただきました。  

 最後に、別紙 289 ページ、様式９につきましては、上記(５)のとおり記載内容を一部修正した結

果、２の必要必須項目から外し、加点項目の８、10、12 において評価することといたしました。  

 続きまして、パブリックコメント以外で主な修正点につきましては、まず、本文２ページ及び３

ページ並びに 23 ページ、業務の対象となる施設名（本省、飯倉別館等）について、具体的記載を

明記すべきとの御指摘を受けまして、その旨明記させていただきました。  

 続きまして本文７ページ、評価表に緊急時及び非常時の対応の項目がありますので、本文中に緊

急時の対応について明記すべきとの御指摘がございましたので、その旨明記させていただきました。 

 次に、別紙 74 ページ、船橋分室の機械設備が新しいものと交換されることになるため、保守業

務の対象となる設備が変わったということを加えさせていただきました。  

 また、別紙 160 ページ、船橋分室の自動火災報知器保守設備が対象設備の増加に伴い追加となり

ました。  

 更に、別紙 219 ページ、本省庁舎において日常清掃の範囲が３か所増えることに伴う修正を行い

ました。  

 別紙 278～282 ページにつきましては、フロアごとの清掃面積を表示する一覧表が漏れていたの

で、これを記載いたしました。  

 最後に、別紙 284 ページ、害虫駆除の対象範囲が１か所増えることに伴う修正を行いました。  

 以上が、パブリックコメントと追加的な修正をさせていただいた部分でございます。  

 御参考までに、それ以外にいただきました御意見の中で御披露させていただいた方がいいかとい

うものを私どもで２～３点御披露させていただきます。  

 まず第１点目は、本業務全般に係る業務につきまして、統括管理責任者及び補助者の資格等の要

求がないという御意見がございまして、これにつきましては、本業務において必要となる資格・経

験は業務ごとに別途記載されていることがございまして、更に統括管理責任者に資格を求めること

は考えておりません。  

 次に、要項（案）の６ページ、統括管理業務につきまして、市場化テストに当たりまして統括責

任者は新たに設けられた制度と思われるので、新たに設けられた統括責任者の業務の費用を見込み、

設定することが必要と考えるという御意見がございました。これにつきましては、従来の実施状況

に関する情報の開示は、あくまでも従来の実施に要した経費のみを対象としておりますので、新た

に設けられる業務の経費について見込額を開示する予定はございません。なお、予定価格は統括管

理業務を含めて設定してございます。  

 最後に、要項（案）の 12～13 ページの５の(１)落札業者決定にあたっての質の評価項目の設定



8 
 

でございますが、基礎点 500 点に対して加算の満点が 400 点となっている、この割合が少ないとい

う御意見がございました。加算割合を増やしてはどうかという御意見につきましては、本業務は必

須項目を満たせば履行可能と考えておりますので、必須項目の点数割合は加点項目より高く設定し

てございます。これによって質の維持向上が図られると考えており、基礎点と加算点の割合は原案

どおりとさせていただきたいと思っております。  

 更に、要項の 18 ページの８の(７)契約に基づき落札事業者が講ずべき措置の⑪再委託の取扱いに

つきましては、再委託を行う場合は、原則としてあらかじめ企画書において再委託に関する事項に

ついて記載しなければならないとございますが、同項目は削除すべきであると考えるという御指摘

につきましては、入札業者が再委託を行う場合、再委託を予定している業者、再委託先及び再委託

先の業務能力、また、再委託を行うことの必要性等について審査をし、評価を行うことにしており

ます。これによって、低廉な公共サービスの提供が妨げられるとは思われませんので、原案どおり

とさせていただきたいと思います。  

 以上が、私どもの説明でございます。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 特にありません。  

○樫谷主査 事務局から何かございますか。  

○事務局 ございません。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 それでは、本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおおむね終了し

たものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理委員会への

報告資料の作成につきましては、私に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 また、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理していただいた上で、各委

員にその結果を送付していただきます。  

 外務省におかれましては、本実施要項（案）に沿って適切に事業を実施していただきますよう、

よろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。  

 

（外務省退室 特許庁入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、経済産業省特許庁庁舎の管理運営業務の実施要項（案）の審議を行いた

いと思います。  
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 本日は、経済産業省特許庁総務部会計課の寺嶋課長に御出席いただいておりますので、前回の審

議等を踏まえた実施要項（案）の修正点等につきまして、７分程度で御説明いただきたいと思いま

す。よろしくお願いいたします。  

○寺嶋課長 特許庁会計課長の寺嶋でございます。どうぞよろしくお願いいたします。  

 前回９月 27 日に御審議をいただきまして、その後 10 月７日から 27 日まで 21 日間パブリック

コメントを実施させていただきました。個人を含めまして 12 名の方から 103 個の意見をいただき

ました。重複意見を調整させていただきますと 67 件でございますが、全体といたしましては記載

内容についての確認を求めるものが多うございました。  

 本日は、前回の小委員会で御指摘のありました点、それから、パブリックコメントでちょうだい

した意見を踏まえての修正点を中心に御説明させていただきたいと思います。  

 まず、前回の御意見でございますが、お手元の資料の修正箇所一覧をご覧いただけますでしょう

か。整理番号１番と４番でございます。前回御指摘いただきましたのは、要項（案）に「改善提案」

という言葉が幾つか出てくるんですが、どの時点で提案すればいいのかよくわからないので、明確

にした方がよいのではないかという御指摘をいただきました。それを踏まえまして、要項（案）の

４ページになりますが、②各業務において確保すべき水準で「法令に反しない限り」という言葉を

追記させていただきまして、また、要項（案）の７ページの(２)入札実施手続の②企画書の内容で

「企画書の内容を記載する」の後ろに従来の実施方法について改善提案を行うことができる旨追記

させていただきまして、改善提案は企画書の提出時点であるということを明確にさせていただきま

した。  

 また、併せまして、よりよい企画書やあるいは改善提案を御提出いただくために、あるいは仕様

書の配付あるいは説明会の説明施設の視察ではわからない点もございますので、入札参加者の方々

には企画書提案前に特許庁に対して質問ができる旨を規定させていただきまして、これに対して特

許庁は速やかに回答することを追記させていただきました。  

 以上が、前回の御指摘に対する修正点でございます。  

 続きまして、パブリックコメントに対しての修正点でございます。お手元のパブリックコメント

意見募集結果と修正箇所一覧をご覧いただけますでしょうか。パブリックコメントの１ページの 11

番でございます。ここは入札参加資格に関する事項でございまして、事業協同組合に対する入札参

加条件が記載されていない、また、構成企業の参加条件を設けるべきとの御意見でございまして、

同趣旨の意見が５件ございました。  

 御意見を踏まえまして、修正箇所一覧の整理番号では３番、要項（案）では６ページになります

が、入札参加資格で新たに(７)事業協同組合での入札についてということで「入札参加予定の事業

協同組合の構成員は、他の入札参加グループに参加し、又は単独で入札に参加することはできない」

との記載を追記させていただきました。  

 続いて、３ページの 29 番をご覧いただけますでしょうか。日常点検監視等維持管理業務でござ

いますが、仕様書に記載のない事項は別途協議事項として扱うべきではないかとの御指摘でござい

ました。修正箇所一覧の整理番号は５番になります。別紙 11 ページになりますが、本契約は請負
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契約でございまして、対象となる事業については明確にする必要があるとの観点でございますので、

御意見を踏まえまして「仕様書に記載のない事項及び細部については、必要の都度協議する」と修

正させていただくことといたしました。  

 続きまして、３ページの 30 番ですが、建築設備定期点検及び特殊建築物定期検査に関する事項

でございまして、これは平成 23 年度にも実施する必要があるのではないかという御意見でござい

ます。パブコメの 31 番でございますが、ここは分電盤保守点検業務に関する事項でございます。

対象となる分電盤は毎年グループ分け実施すべきではないか。34 番ですけれども、空調設備自動制

御点検維持保守業務でございますが、別紙の 517 ページに経験要件が記載されていないのではない

かという御指摘でございました。この３点については、いずれも当方の記載ミスでございますので、

御指摘のとおり修正させていただくことといたしました。  

 続きまして、４ページの 36 番でございます。ここは、ねずみ・こん虫等防除業務仕様書に関す

る御質問でございます。ねずみ・こん虫等防除業務に関しまして、2003 年に建築物衛生法関連省

令が、2008 年には同管理要領が改正され、2008 年に建築物における維持管理マニュアルが作成さ

れているので、このマニュアルに沿って業務を実施すべきではないかとの御意見でございました。

修正箇所一覧の整理番号８番、別紙では 361 ページになりますが、御指摘のとおりマニュアルに基

づいて業務を実施する方が適切であると考えられますので、マニュアルに基づいた仕様書に修正さ

せていただくことにいたしました。  

 続きまして、５ページの 41 番でございます。植栽地植栽管理業務仕様に関する件でございまし

て、ここにつきましては病害虫の防除につきまして、本年５月に環境省が策定した「公園・街路樹

病害虫・雑草管理マニュアル」に従って、農薬使用を減らすような対策を講じるべきではないかと

いう御意見でございました。修正箇所一覧の整理番号９番になりますが、御意見を踏まえまして、

毎年度４回程度実施としておりましたところに、「（病害虫の発生状況に応じて、時期及び回数を調

整する）」ということで修正をさせていただきました。  

 続きまして、６ページの 46 番でございますが、電話交換取扱業務に関する御指摘でございます。

当方が求めている経験年数が長過ぎるのではないかという御指摘でございまして、修正箇所一覧の

２ページの整理番号 11、別紙では 491 ページですが、本業務は一般的な外部からの電話の取り次

ぎ、あるいは電話の照会に対する案内業務でございますので、御意見を踏まえまして経験年数につ

きましては管理責任者及び副管理責任者は 15 年を５年に、電話交換業務実施者は５年を３年に修

正させていただくことといたしました。  

 駆け足でございますが、以上でございます。また、幾つか当方のミスで誤記がありましたことを

お詫び申し上げます。  

○樫谷主査 何か今の御説明につきまして、御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 １点だけです。細かいところですけれども、資料Ｃ－３の意見募集結果の５ペー

ジ目の 41 番で、病害虫防除についての御訂正をいただきました。赤字のところですけれども、毎

年度４回程度実施と御修正いただいたということで、特に異議はないんですけれども、要は、業者

さんの判断で減らすということを一方的に決められてしまうことになるのでしょうか。あるいは何
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となく協議をしながらということなのかなと聞いていたんですが。  

○寺嶋課長 そこは後段の方でございまして、一方的に業者が判断してしまうと、本当はいたのに

していないということがございますので、そこは当方とよく相談しながらきちんと処置していただ

くところはしていただくし、幸い病害虫が発生していなければ無用な農薬散布をする必要はござい

ませんので、そこは省略しても可能ということで、単に４回としてしまいますと、業者の方は定期

的にいてもいなくてもやってしまうので、そこはそういう対策を講じて、なるべく減らすようにし

ていきたいという趣旨でございます。  

○稲生専門委員 了解いたしました、ありがとうございました。  

○樫谷主査 事務局から何かございますか。  

○事務局 特にございません。  

○樫谷主査 それでは、経済産業省の特許庁庁舎の管理・運営業務の実施要項（案）についての審

議は、これまでとさせていただきたいと思います。  

 本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおおむね終了したものとし

て、改めて委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理委員会への報告資料の作

成につきましては、私に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理していただいた上で、各委

員にその結果を送付していただきます。  

 なお、特許庁におれかましては、本実施要項（案）に沿って適切に事業を実施していただきます

よう、よろしくお願いいたします。本日は、どうもありがとうございました。  

 

（特許庁退室 厚生労働省入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、中央合同庁舎第５号館の管理・運営業務の実施要項（案）の審議を行い

たいと思います。  

 本日は、厚生労働省大臣官房会計課管理室の遠藤室長補佐に御出席いただいておりますので、前

回の審議を踏まえた実施要項（案）の修正点などにつきまして、７分程度で御説明いただきたいと

思います。よろしくお願いいたします。  

○遠藤室長補佐 ５号館の管理官庁をしております厚生労働省会計課です。よろしくお願いいたし

ます。本日は各担当者を同席させておりますので、必要に応じて対応させていただきます。  

 ９月 27 日の第１回入札監理小委員会の御審議及び 10 月 27 日から 11 月 10 日までパブコメの結

果などを踏まえ、本日最終案を提出させていただきました。  
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 最初に前回の当委員会での指摘について、お手元の資料で言いますと 275 ページの評価表ですが、

総合評価の加点項目審査の中で評価項目が重複しているという御指摘については、質に関する評価

につきまして複数あったものを１つにまとめさせていただきました。具体的には、各業務の評価項

目としておりました「質の向上に対して具体的な提案があり、実施について具体的な方法・計画等

が明記されており、それらが実施可能な体制が確保されているか」という項目と「改善提案の内容

は、質の向上が図られているか」という項目を、「質の向上に対して具体的な改善提案があり、実

現可能な体制が確保されているか」という一文にまとめさせていただきました。  

 なお、大変恐縮ですが、275 ページの植栽管理業務の得点配分の欄に誤植がありまして、「０／

１０」を「０～１０」に訂正し、差し替えさせていただきたいと思います。申し訳ございません。

以上が前回の指摘にかかる修正点でございます。  

 また、委員の皆様のお手元にパブコメの結果も配布させていただきましたが、その中で６点、パ

ブコメの整理番号の６番、８番、９番、12 番、14 番、19 番のご意見を実施要項（案）に反映させ

ました。  

 まず、パブコメの６番ですが、事業協同組合が複数の入札グループに二重に参加できないように

すべきであるというご意見があり、その旨修正しました。  

 次に、８番ですが、設備管理業務についてＩＳＯの認証範囲の記載漏れがあるというご意見があ

りまして、その旨修正しました。  

 次に、９番ですが、設備、警備、清掃、植栽の各業務について入札参加条件の緩和の要望がござ

いました。これについて課内で検討した結果、植栽については、「一級造園施工管理技士を監理技

術者として配置できること」という一文に修正し、緩和しました。  

 次に、12 番ですが、①総合評価の加算項目審査事項として植栽管理業務を入れるべきというご意

見及び②既にある緊急時対応の項目に特色あるバックアップ体制の提案を入れるべきというご意

見があり、その旨修正しました。  

 次に、14 番ですが、平成 13 年度に官庁営繕で設置した太陽光発電施設が設備の保守の対象から

漏れているというご意見があり、その旨修正しました。  

 最後に 19 番ですが、ねずみや昆虫等の駆除の実施にあたり、法令等に基づくマニュアルによっ

て実施すべきというご意見があり、具体的な行政通達名を仕様書に明記しました。  

 以上、パブコメでいただいたご意見に対しても検討し、所要の修正をしました。  

 なお、本実施要項案は 10 月 21 日に省内の公共調達委員会という独自の審査機関にも諮られ、そ

の委員会での指摘事項も併せて修正した後の最終案として本日提出させていただいた次第でござ

います。  

 よろしく、御審議の程お願いいたします。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、何か御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 特にないです。  

○樫谷主査 事務局から何かございますか。  
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○事務局 誤植があったというところについては、後ほど修正を。  

○遠藤室長補佐 今日、差替えを持ってきていますので、後ほど提出いたします。  

○樫谷主査 それでは、本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおお

むね終了したものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理

委員会への報告資料の作成につきましては、私に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでし

ょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきたいと思います。  

 また、厚生労働省におかれましては、本実施要項（案）に沿って適切に事業を実施していただき

ますよう、よろしくお願いしたいと思います。本日は、どうもありがとうございました。  

 

（厚生労働省退室 総務省入室）  

 

○樫谷主査 それでは、続きまして、中央合同庁舎第２号館及び総務省第２庁舎施設の管理・運営

業務の実施要項（案）の審議を行いたいと思います。  

 本日は、総務省大臣官房会計課の福田企画官に御出席いただいておりますので、前回の審議等を

踏まえた実施要項（案）の修正点等につきまして、７分程度で御説明いただきたいと思います。よ

ろしくお願いいたします。  

○福田企画官 福田でございます。座って御説明させていただきます。  

 ９月 17 日開催の入札監理小委員会で実施要項（案）を御説明させていただいて、そのときに御

指摘を受け、検討・見直しを行った事項、それから、10 月 15 日から 11 月４日にかけてパブリッ

クコメントを行いまして、コメントをいただいて実施要項（案）を見直した部分を中心に御説明さ

せていただきたいと思います。  

 まず前回、本小委員会から検討するように賜った関係で見直しを行った部分、検討事項としては

３点あったと思いますが、まず、１点目としまして、従来の実施方法に対する改善提案について、

民間事業者の方が無駄な提案をすることのないように、改善提案を求める部分とそうではない部分

を明確にするようにという御意見をいただきましたので、その部分で見直しを行いました。具体的

には、実施要項（案）の企画書の内容に記載を追記しております。追記した部分としましては、入

札参加者は(５)において法令に反しない限り、従来の実施要項について改善提案を行うことができ

るということ。それから、入札参加者は必要に応じて企画書提出期限前に質問を行うことができる

ということで、質問を受ければ総務省としては速やかに回答するということを明記し、無駄な作業
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が生じないような形で実施要項（案）の記載を見直しました。  

 ２点目としまして、施設業務が多岐にわたっていることから、対象施設、業務ごとに監督職員の

明確化を図ることが必要ではないかということについて検討するようにというお話をいただきま

した。実施要項（案）で合同庁舎第２号館及び第二庁舎の検査監督体制について記載している部分

がありますが、その中で合同庁舎第２号館、第二庁舎ごとに監督職員がそれぞれおりますので、そ

の監督職員と対象となる業務をそれぞれ紐付ける形で記載を整理させていただき、明確化を図って

おります。  

 ３点目としまして、秘密保持について御意見がございました。合同庁舎第２号館は特殊な組織が

いろいろと入っているということもあり、その特殊性を踏まえて措置すべき事項を明確にした方が

いいのではないかということで、秘密保持の記載について検討するようにという御意見がございま

した。  

 具体的に実施要項（案）の記載について検討しましたが、どのように書けばいいのかということ

を検討し、既存の契約書類なども調べてみましたが、なかなか難しい部分がございましたので、秘

密保持に関して、別途、秘密保持契約を締結するという形で整理しました。よくシステム系の契約

に際して秘密保持契約を結んでいますので、それを参考に、実施要項（案）の中に秘密保持契約を

締結するということを記載いたしました。金銭的負担をかけるものであれば、秘密保持契約内容を

明確にとも考えましたが、そういう金銭的な負担に係る部分ではございませんので、そのような形

で整理をさせていただきました。  

 それから、パブリックコメントの関係で修正した部分について御説明させていただきます。全体

で 11 社２団体から延べ 111 件コメントをいただきました。実施要項（案）の改正に係る部分で主

なところを御説明させていただきます。まず、実施要項（案）の中の質の設定で、運営等業務の不

備に起因する空調停止、停電、断水、漏水、配管の詰まりの発生は０回と書いてありましたが、例

えば、職員が何か物を流してしまったことにより配管の詰まりが発生する場合があるのではないか

という御意見がございましたので、漏水、配管の詰まりという部分を削除する形で実施要項（案）

を見直しております。  

 それから、入札参加資格のところの御意見で、実施要項（案）の中では総務省大臣官房会計課長、

それから、警察庁長官官房会計課長及び国土交通省大臣官房会計課長より指名停止を受けている期

間中の者でないことと記載しているが、「及び」ではなく「又は」ではないかという御意見と、国

の場合に他府省のいずれかにおいて指名停止を受けていれば、入札参加資格がないというような整

理になっているのではないかという御意見がございましたので、その部分の記載を見直ししており

ます。パブリックコメントの修文案と実施要項（案）の記載に不整合がありますが、「総務省大臣

官房会計課長、警察庁長官官房会計課長又は国土交通省大臣官房会計課長、その他他府省のいずれ

かにおいて指名停止を受けている期間中の者でないこと」という形で指名停止の部分を見直してお

ります。  

 それ以外のところで、事業協同組合での入札について御意見がございました。入札参加予定の事

業協同組合の構成員につきましては、他の入札参加グループに参加し、又は単独で入札に参加する
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ことはできないという形で、事業協同組合での入札参加についても条件を明記するということでの

見直しを行っております。  

 その他、個人情報の取扱い部分で御意見がございまして、法定資格者一覧の提出後、履歴書など

個人情報に関するものが事業者の方から提出されるわけですけれども、その点についての保護を求

められておりましたので、個人情報の取扱いの基本的事項の中に「施設管理担当者等は落札事業者

から提出された資料（個人情報を含む）については、各種法令に基づき適切に取り扱うものとする」

ということで、我々サイドとして個人情報の取扱いに十分注意するということを明記する形でパブ

リックコメントの御意見を取り込んでおります。  

 以上が、前回の小委員会の御指摘やパブリックコメントで御意見をいただいて、実施要項（案）

の本文を見直した部分です。  

 その他、別紙の資料につきましても、文言の使い方や情報が不足している部分があるということ

で、文言の整理やそれぞれ必要な情報をお示しするという形で実施要項（案）を見直しております。  

 以上です。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、何か御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 特にないです。  

○樫谷主査 今の意見の対応で気になっているというほどのものでもないのですが、先ほど御説明

いただきました中に、指名停止の部分がありましたよね。総務省と警察庁と国土交通省までは一連

で入れますからいいかもわかりませんが、その他他府省においてと言いますと、どこかで把握でき

る仕組みはあるんですか。  

○福田企画官 指名停止しましたということで情報をいただく部分もあるんですが、国の機関は多

岐にわたっていますので、逐一情報が来るような状況ではございません。ただ、ここについては申

請する方を信用するということを前提にはしますが、もし、指名停止を受けているにもかかわらず

入札参加されて、後にそれがわかった場合には、虚偽の申請ということでそれなりの取扱いをする

という形になろうかと思っております。  

 今の総務省の契約条件につきましても、総務大臣官房会計課長又はその他他府省において指名停

止期間中でない者という形にしておりますので、それに倣う形で今回関係省庁を特出しして、その

他いずれかにおいてということで整理をさせていただきました。  

○樫谷主査 わかりました。これは他府省だから国の出先機関も含むということですね。  

○福田企画官 はい、そうなります。  

○樫谷主査 ただ、県とか市とかは入れないと。  

○福田企画官 そうですね、国の機関ということです。  

○樫谷主査 事務局から何かございますか。  

○事務局 特にございません。  

○樫谷主査 それでは、本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおお

むね終了したものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理
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委員会への報告資料の作成につきましては、私に御一任いただきたいと思いますが、よろしいでし

ょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いしたいと思います。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。  

 また、総務省におかれましては、本実施要項（案）に沿って、適切に事業を実施していただくよ

う、よろしくお願いしたいと思います。本日は、どうもありがとうございました。  

 

（総務省退室 財務省入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、東京港湾合同庁舎等の施設管理・運営業務、湯島地方合同庁舎の管理運

営業務の実施要項（案）の審議を行いたいと思います。  

 本日は、財務省東京税関総務部会計課の嶋田課長補佐、関東財務局総務部会計課の鈴木課長に御

出席いただいておりますので、前回の審議等を踏まえた実施要項（案）の修正点等につきまして、

合わせて７分程度で御説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。  

○黒岩課長補佐 関東財務局東京財務事務所総務課の黒岩と申します。よろしくお願いいたします。 

 それでは、当方の湯島地方合同庁舎につきまして、前回の小委員会におきます指摘事項の改善点

について御説明いたします。  

 １点目が、前回、従来の実施方法のうち民間事業者からの改善提案を求める部分と必ず実施しな

ければならない部分の区別が明確でないと、提案に係る民間事業者の負担やリスクが大きくなるの

ではないかといった御指摘を受けまして、今回の変更といたしましては 11 ページですが、従来の

実施方法につきまして、法令に違反しない限り改善提案を行うことができることを明記いたしまし

た。  

 また、改善提案を行う際、民間事業者は企画書の提出期限前に質問することができることとし、

関東財務局東京財務事務所につきましては、企画書の作成に支障を来さぬよう速やかに回答するこ

とを明記しております。  

 次に、落札者を決定するための評価基準、実施要項（案）の 12～14 ページですが、ここでの指

摘事項につきましては、コスト削減に関する提案を適切に評価する観点から、加算項目として業務

の種類ごとにコスト削減に係る項目を設定すべきではないかとの指摘をいただきまして、その点に

ついて修正しております。中身につきましては、加算項目として点検等及び保守業務と業務の種類

ごとにコストの削減のための方策について評価する項目を新たに設定しております。  

 続きまして、パブリックコメントに伴う変更ですが、まず、実施要項（案）の 10～11 ページで
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す。パブコメの中で開札・落札者等の決定の日程を早めてもらいたいといった意見がございまして、

これは２月上旬ごろでは４月１日の事業開始の準備期間が短いということで、そういったお願いが

できないかという意見がありました。それにつきましては、政府調達実施の際の公告期間の確保の

観点から日程を早めることは困難だったということから、短縮の変更はできなかったという状況な

んですが、事務の進捗状況等から多少の変更をしてございます。  

 次に、業務指標の変更、別紙１の 27 ページですが、パブコメの中では電気工作物の保安業務に

つきまして、受注者名で経済産業省に届出を行うとありますが、保安協会または技術者協会等との

三者契約も同要件を満たすのに十分と考え、認められるべきと考えますといったコメントがあった

んですが、経済産業省に届出そのものが本来は整備設置者当方で行うものであったことから、受注

者名で経済産業省に届出を行うという項目は削除しております。  

 次に、様式９の中で付加的要件の有無という欄がございますが、別紙３の様式９、111 ページで

す。これはエネルギー管理共同参画の実績の有無についての記載を求めていた部分ですが、そこに

関しては同実績の有無は業務に大きな影響を与えず、かつ、限定された業者との入札になることか

ら削除すべきであるといった意見がございました。そこにつきましては、当庁舎の場合には大規模

な庁舎ほどエネルギーの使用量が多くないということから、実績による業務への影響は小さいもの

と考えまして、しかしながら、創意工夫の発揮の可能性の中で環境への配慮は明記しているという

点を考慮いたしまして、この部分は削除しております。  

 以上がパブコメの変更の概要になります。  

 以上です。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、御意見・御質問はございますか。  

○稲生専門委員 特にございません。  

○樫谷主査 事務局からは特にございますか。  

○事務局 特にございません。  

○樫谷主査 では、こちらは結構でございます。  

○嶋田課長補佐 東京税関の嶋田です。よろしくお願いいたします。  

 それでは早速ですが、東京港湾合同庁舎等の施設管理・運営業務に係る実施要項についての説明

をさせていただきます。  

 まず最初に、前回の小委員会からパブコメ掲載までの間に修正等を行った箇所について説明いた

します。  

 まず、要項（案）の 11 ページ「1.2.2 各業務において確保すべき水準」におきましては「法令

に違反しない限り」という文言を追記しました。  

 続きまして「1.2.3 創意工夫の発揮の可能性」の部分で、(４)共通仕様書に関する提案という項

目を追記しました。  

 更に「1.2.4 委託費の支払方法」においては、確保すべき水準には改善提案があった事項を含む

旨、括弧書きにて追記しました。  
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 続きまして 13 ページ「３．入札参加資格に関する事項」としまして、(５)各庁各省から、指名停

止等を受けていない者であることという条件を追記しました。  

 続きまして 14 ページ、(２)入札実施手続に係る②企画書の内容という項目におきまして、なお書

きで、入札参加者は、法令に反しない限り、従来の実施方法について改善提案を行うことができる

こと及び必要に応じ企画書提出期限前に質問することができるものとし、東京税関は企画書の提出

に支障を来さないよう速やかに回答することを明記しました。  

 16 ページ、質の評価項目の加点事項についてですけれども、業務コスト等の削減のための方策が

提案されているかという項目を追記してございます。この項目は、別紙１の企画書評価表には記載

されていますが、要項（案）への記載が漏れていたというものです。  

 要項 18～19 ページですが、(４)検査・監督体制です。本件につきましては、対象施設や業務が

多いことから、税関側の対応窓口となる監督職員を明確にしておく必要があると考え、監督職員ご

とに対応する業務を記載しました。  

 以上が、修正を加えた部分ですが、いずれにしても税関側の意図していることをより明確にする

ための修正でございますので、当初案から方向を変えた部分はございません。  

 続きまして、パブコメで出された意見への対応について御説明いたします。  

 要項の２ページ、(１)統括管理責任者の設置に係る項目でございます。統括管理責任者の勤務時

間や業務内容などがよくわからないという御指摘がございました。統括管理責任者につきましては、

東京税関では初めて取り入れる役割ですので、従来の実施方法には記載がございません。また、要

項（案）の中でも業務の内容については漠然とした記載となっておりましたので、御指摘を踏まえ、

勤務時間や確保すべき水準等を実施要項（案）に明記しました。  

 続きまして 13 ページ「３．入札参加資格に関する事項」ですが、事業協同組合に対する入札参

加条件が記載されていないという御意見がございました。これにつきましては入札参加資格に関す

る事項に、(９)事業協同組合での入札についてという項目を追加し、事業協同組合の入札参加条件

を明記しました。  

 あとは番号が振っていないんですけれども、47 ページの従来の実施に要した人員という書式の記

載内容につきまして、従来の実施方法と比較して記載内容が異なっている箇所、あるいは表現が不

統一の箇所があるという御指摘がございました。また、従来の実施方法においては別添の番号の誤

りという御指摘がございました。これにつきましては、当該箇所の修正を行っております。  

 なお、正社員であることを証明する資料を提出すべきという意見が多数ございましたが、正社員

の証明に関しましては、実施要項において証明書類の添付をお願いしており、この場合の証明書類

とは健康保険証等の公的書類によるものと考えてございます。  

 その他の御意見への対応につきましては、原案どおりとしております。  

 最後に、今後のスケジュールについてですが、要項の 14 ページに記載のとおり、若干の修正が

生じているという状況でございます。  

 以上、簡単ではございますが、東京港湾合同庁舎等の施設管理・運営業務における実施要項（案）

の説明を終わります。  
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○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいまの御説明につきまして、何か御意見・御質問ございますか。  

○稲生専門委員 特にございません。  

○樫谷主査 事務局から何かありますか。  

○事務局 特にございません。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおおむね終了したものとし

て、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理委員会への報告資料の

作成につきましては、私に御一任いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきたいと思いますので、よろしくお願いいたします。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。  

 また、財務省におかれましては、本実施要項（案）に沿って適切に事業を実施していただきます

よう、よろしくお願いしたいと思います。本日は、どうもありがとうございました。  

 

（財務省退室 （独）駐留軍等労働者労務管理機構入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、駐留軍等労働者労務管理機構の情報システム運用管理業務の実施要項

（案）の審議を行いたいと思います。  

 本日は、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構企画調整部情報管理課の渡邊課長に御出席い

ただいておりますので、前回の審議等を踏まえた実施要項（案）の修正点等につきまして、２本ま

とめて７分程度で御説明いただきたいと思います。よろしくお願いいたします。  

○渡邊課長 情報管理課の渡邊と申します。よろしくお願いいたします。申し訳ございません、着

席のまま御説明させていただきます。  

 最初に、本件実施要項（案）につきまして、11 月１日から 11 月 14 日まで２週間パブリックコ

メントを実施させていただきました。意見は何もございませんでした。  

 続きまして、前回御審議いただきました中で、御指摘をいただいた箇所について内部で検討し、

修正した点について説明させていただきます。  

 お手元の資料の９ページをご覧いただけますでしょうか。９の公共サービス実施民間事業者が講

ずべき措置の(１)民間事業者が機構に報告すべき事項、機構の指示により講ずべき措置の「ア 報

告等」という欄がございまして、(イ)から(ウ)民間事業者は、運用管理業務を実施したとき、又は

完了に影響を及ぼす重要な事項の変更が生じたときは、直ちに機構に報告するものとする、(エ)と
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(オ)提出書類等一覧がございまして、その中に提出書類１と２、表４、c、d、e につきましては、

前回「２ 対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サービス

の質に関する事項」に整理させていただいていたんですが、実施要項に関する指針に照らし合わせ

ると、報告書等については９の民間事業者が講ずべき措置の方に記載する方が適切だということで

移させていただきました。  

 また、移動したことによりまして、９ページの下、(１)「ア 報告等」の(ア)に「民間事業者は、

業務開始にあたって着工届、作業計画書、体制表を契約後速やかに機構に提出し、作業計画書の業

務内容及び体制表の担当業務の確認及び承認を受けるものとする。また、『２(１)対象公共サービス

の内容』に示す運用管理業務を実施したときは、各報告書を機構に提出するものとする」という表

現がございまして、その中で移したことによりまして 10 ページの表３にある着工届が明確になり

まして、承認することが明確というのが示せるようになったと思います。  

 ２点目につきましては、ページが前後して申し訳ございませんが、２ページの中段をご覧いただ

けますでしょうか。「イ 業務内容」のなお書きがございまして、前回は「なお、必要に応じ、提

出書類２の報告書類の修正をすることもある」と記載しておりましたが、私ども運用管理業務の過

程でプログラムを変更する可能性がありますことから、「イ 業務内容」の中にプログラムの変更

を追加しまして、「なお、必要に応じ、プログラムの変更及び『９公共サービス実施民間事業者が

講ずべき措置』(１)ア(オ)d その他提出書類にかかる修正をするものとする」ということで修正させ

ていただきました。この点に関しては、パブコメに対して御意見は何もございませんでした。  

 ３点目といたしましては、11 ページをご覧いただけますでしょうか。表４の提出書類２につきま

しては、前回小委員会におきまして先生から整理するようにという御指摘をいただきまして、項番

24 までございましたが、ここにございます項番５までが民間事業者が提出する書類でモニタリング

が必要な書類を要項（案）に残しまして、残りの６～24 番まで運用管理手順やソフトウェアの管理

台帳ですけれども、そういうものは変更があったもののみ提出書類として別添資料３、別紙１とし

て記載させていただくようにしました。  

 最後に、13 ページをご覧いただけますでしょうか。「カ 契約の解除」につきましても、前回の

小委員会において先生から委託費の返還についての御指摘がございまして、内部で検討いたしまし

たところ、契約後、経年しても契約当初の総額から違約金を徴収するのは額が多過ぎると、公平に

かけようではないかという判断を下しまして、総価の後に「（一部解除の場合は解除部分に相当す

る委託費）」と追加記載することにいたしました。この点につきましても、パブコメでは御意見は

ございませんでした。  

 以上が、前回御審議いただいた実施要項（案）の修正箇所となっておりますので、御審議のほど

よろしくお願いいたします。  

○樫谷主査 ありがとうございました。  

 ただいま御説明いただきました件につきまして、御意見・御質問ございますか。特にございませ

んか。  

 事務局から何かございますか。  
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○事務局 ございません。  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 それでは、本実施要項（案）につきましては、本日をもって小委員会での審議はおおむね終了し

たものとして、改めて小委員会を開催することはせず、実施要項（案）の取扱いや監理委員会への

報告資料の作成につきましては、私に一任いただきたいと思いますが、よろしいでしょうか。  

（「異議なし」と声あり）  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知らせし、

適宜意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。  

 なお、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項がございま

したら、事務局にお寄せいただきたいと思います。事務局において整理をしていただいた上で、各

委員にその結果を送付していただきます。  

 また、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構におかれましては、本実施要項（案）に沿って

適切に事業を実施していただきますようお願いしたいと思います。本日は、どうもありがとうござ

いました。  

 

（(独)駐留軍等労働者労務管理機構退室 (独)国立病院機構入室）  

 

○樫谷主査 続きまして、国立病院機構の医業未収金支払案内業務の実施状況及び事業の評価（案）

の審議を行いたいと思います。  

 本事業につきましては、平成 20 年 10 月から平成 23 年９月までの３年間の契約期間として民間

競争入札により事業を実施しているところですが、まずは、事業の実施状況等につきまして、独立

行政法人国立病院機構の河村副理事長より御説明をお願いしたいと思います。10 分程度でお願いい

たします。  

○河村副理事長 国立病院機構が行います医業未収金の徴収業務につきまして、先々週の 11 月５

日金曜日の入札監理小委員会におきまして、私どもが日立キャピタル債権回収株式会社に委託して

いる支払案内の実績等について御報告申し上げたところでございますけれども、前回の御議論では

委員の先生方から、機構は改善方策の検討を速やかに行ってきたのか、あるいは事業者が居所等調

査義務を第１期に未実施だったことにつきまして、事業者への要請の経緯が明確でないなど、幾つ

かの御指摘をいただいたところでございます。今回の入札監理小委員会におきましては、これらの

御指摘いただいた点を報告書に盛り込ませていただきましたので、これから御報告させていただき

たいと思います。  

 また、今回御報告差し上げます内容につきましては、小委員会の先生方による事業評価が行われ

ますけれども、私どもに対します厳しい評価は真摯に受け止めまして、また、厳しい経営状況の中

で未収金が累積する事態は速やかに改善したい思いを御理解いただきたいと思いまして、すべての

病院の契約解除及び市場化テスト事業の終了についてお認めいただきますよう、よろしくお願い申
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し上げたいと思います。  

 それでは、事務方から御説明申し上げたいと思います。  

○大鶴部長 それでは、私の方から報告書の御説明をさせていただきます。  

 資料９ということで後ろにつけてありますが、その資料を見ていただきまして、もう一度全体の

状況がどうであったかというので、資料９の後ろから２枚目の別紙２で委託債権・入金率の状況を

上げておりますので、もう一度ご覧いただければと思います。  

 第１期は、６億 7,350 万円の委託債権でした。これについて１年未満と１年以上とそれぞれあり

ますが、１年未満については入金が 1,023 万円、入金率が 6.1％。１年以上が入金が 2,156 万円、

4.3％の入金率となっております。第２期は、７月までの入金の状況でございますが、委託債権が

６億 7,735 万円に対して、１年未満の分 5,698 万円に対して 234 万 6,000 円、4.1％。１年以上の

委託分が６億 2,036 万円に対して、入金額が 1,411 万円、2.3％の結果ということでございました。 

 入金率がこのように低迷していることについて、この報告書の中では４ページ目まで書いており

まして、今回それについて改善方策の検討なりのやりとりを少し詳しく書かせていただきましたの

で、５ページをご覧いただきたいと思います。  

 こうした入金率の状況ですけれども、各病院の入金状況は毎月モニタリング報告いただきますの

で、これに対処しなければいけないということから、まず、債権登録を速やかにするようにする、

委託債権を速やかに判断して、できる限り事務的にも対応するということで、受託事業者が事業を

円滑に行われるようにということで取り組んだところです。  

 また、本部の方もこの入金率については、どのような実施体制で今やっているのか、どういうこ

とが問題になっているのかということを照会するということで、事業者側とコンタクトをとってや

ってきておりました。  

 実施要項と契約書では、第１期と第２期の２年間の実績で要求水準を満たすような場合に業務改

善計画をつくるとなっておりますけれども、これは第１期の状況を見たところでなかなか難しいと

いうことで、実施要項に基づいた改善方策の検討に入りまして、ここについて①で９～10 月、各病

院に入金率向上のための改善要望がどういうものかという取りまとめをしまして、こうした要望に

ついて 11 月に受託事業者側に検討をお願いしたと。  

 具体的にはどんなことをお願いしたかというと、３回の架電を６回に増やす、あるいは文書送付

の回数をもっと増やす、あるいは債務者と対面で支払案内ができないかどうか。支払案内の時間を

深夜にしてはどうかという要望が病院側からありましたので、受託事業者に検討をお願いしたとこ

ろです。  

 １月に、これについて具体的な回答がなかったものですから、再度検討をお願いするということ

で要請しております。  

 ２月に入りまして、11 月の改善要望については、なかなか抜本的な業務改善につながらないとい

うことで、一定期間支払案内を３か月ぐらいしたら、また病院に戻して病院で債権回収を別途やっ

てくれというような提案がございました。また、そもそも今回の医業未収金というのは特定金銭債

権ではないということで、支払案内では回収パフォーマンスをなかなか向上させられないので、公
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共サービス改革法の中で医業未収金を弁護士法の対象外にするとか、特定金銭債権に位置付けると

いうことが必要ではないかという御意見が業者から来ています。  

 これに対しましては、実施要項では受託事業者が創意工夫を持って改善計画をつくっていくとい

うことでつくられておりますので、まず、現行でどのくらい改善できるか。私たちの要望もそうい

う要望内容が病院側から出ておりますので、改めて依頼したというところです。  

 ５月になりまして、病院からの改善要望は架電回数や文書の送付回数を必要以上に増やす、ある

いは対面で支払案内をすることは請求行為ということで弁護士法に抵触するおそれがある、あるい

は深夜の支払案内は債務者から苦情が来るおそれもあるということで、受託事業者からこうした改

善方策は難しいという回答があったところでございます。  

 ８ページですけれども、受託事業者の委託した債権額が当初見積額と比べて少なくなっていると

いうことがございまして、それについてどのような経緯があるかについても少し書き加えさせてい

ただいております。  

 ２段落目ですけれども、特に業務運営が大きく減少して、予定数量 26.5 億円が初年度 6.7 億円と

いうことで、見込んでいた業務量に到達できなかったことがあるのではないかと。この背景ですけ

れども、受託事業者に債権登録をインターネットで報告するシステムをつくっておりまして、患者

の基本情報、氏名、未成年者の場合は親権者、支払義務者、その生年月日や住所、電話番号、これ

は携帯電話や職場の住所とか名前も含めてですが、未収金額発生日、通院状況など。あと保証人の

基本情報、これも保証人の氏名、住所、電話、関係連絡先等です。それと、病院職員がそれまで督

促をどういうふうにしていたかという、これまでの経緯、督促の状況もウェブで報告することにな

っておりまして、このデータ入力とデータ登録を基本的には今、病院側では紙媒体で債権者未収金

の記録をとっておりますものを入力しシステムに転記する必要があるということで、この作業が特

に当初は過去の債務権を一斉に移し替えるという作業がございますので、時間が膨大になってきた

というのがあります。  

 こうした業務を一生懸命やっている間に、病院には受託事業者から定期報告で今の入金の状況が

入ってまいりまして、事業者で回収しているのが病院で徴収した実績に比べてかなり低いというこ

ともあって、未収金の回収業務が滞るのではないかということで、病院としては自分の方でより一

層回収に力を入れたという経緯がございます。  

 具体的にどういうことをしていたかということですが、医療ソーシャルワーカーが相談して回収

未収金ができるだけ起きないように、あるいは円滑に回収できるように取り組みました。あるいは、

外来や再入院ということで来たときに、これは前回も話がありましたが、医師や看護師を通して督

促をするというようなことを努力したところです。  

 こうしたことをしておりまして、全額回収に至らないまでも分割納付が始まったり、あるいは支

払いの相談、具体的にどのように返すかということにたどり着いたということがありまして、事業

開始スタートあるいはそれから登録が円滑に進むまでの間、委託除外すべき債権になるような債権

が結構増加ということがございました。  

 このほかに、予定数量を調査するときに患者窓口と本事業の担当者の連絡が不足しておりまして、
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既に患者さんから返そうという意思が出ているとか、相談を受けていますよというようなことも十

分把握できていなかったところもありまして、予定数量より委託数量が減少するというようなこと

が起きておりました。  

 以上、少しやりとり、経緯について御説明いたしました。  

 ３点目の追加部分でございますが、11 ページで居所等調査を１期目は実施されずに２期目から実

施していただいているということがございますが、これも事業開始１か月後、受託事業者は委託債

権額が予定数量を下回って赤字になっているということで、今後どういう委託債権の見通しになる

だろうかというのがありまして、平成 21 年１月の時点で委託債権が 10 億円程度になるのではない

かというような見通しを示しております。事業者側からはこの 10 億円を目安として、それまで業

務を保留したいというような申し出がありまして、我々としてはこれを了承したところでございま

す。  

 ただ、平成 21 年１月になりまして、これは 10 億円に達していませんでしたけれども、改めて実

施していただくようにということで要請しております。その後、我々としても委託債権額がどう推

移するのか見ておりましたけれども、見通しの 10 億円には達しませんでしたが、８月には改めて

未収金額の大きいものからでも居所等調査を実施していただくよう再度要請したところです。  

 ①以降ただいま申し上げました 11 月の状況で、１月の状況、８月に改めて要請したところ２月

に事業者から、どれだけパフォーマンスの向上につながるか未知数だけれども実行してみるという

回答がありまして、５月から実施されているという状況でございます。  

 以上、前回よりもやりとりの状況を少し詳しく書かせていただいております。  

 以上でございます。  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 それでは、事務局の方から。  

○公共サービス改革推進室 それでは、内閣府としての事業の評価（案）の説明に移らせていただ

きます。  

 資料はＩ－１、Ｉ－２ですけれども、前回の審議のときに民間事業者からヒアリングを行うとい

うことでございましたので、それを踏まえた形でＩ－１で事業評価をまとめさせていただいてござ

います。  

 それから、御紹介でございますけれども、渡邉委員からＩ－１の資料の事業の評価（案）に対し

て若干の修文案をいただいてございますので、後ほど御紹介させていただきたいと思います。  

 では、資料Ｉ－１をごらんください。前回もお示しさせていただいておりますので、事業の概要

等は省略させていただきたいと思います。  

 ２ページの「２．達成状況等のデータ分析等」ということでございますが、国立病院機構から御

説明がございましたが、入金の状況については達成目標、それから、最低水準をともに下回ってい

る状況でございます。  

 ３ページのロとハは委託債権額と入金額ということで、ロの方が委託後、ハについては従前病院

が実施していたときのそれぞれの債権額と入金額ということで、両者を見てもそうですが、かなり
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委託額の落ち込みが見えるということがわかる状況になってございます。  

 続きまして４ページ目、②入金の分析については、前回もお示ししましたが改めて御紹介します

と、82 病院の個々の状況を見ても、それぞれ達成目標、つまり要求水準に達成した病院はないとい

う状況でございます。最低水準については７病院が達成しているということでございます。  

 ③支払案内、居所等調査業務の内容については、①～④の流れにおいて業務が実施されていると

いうことでございます。  

 続いて、５ページの④支払案内、居所等調査の状況でございますが、平成 20 年度の状況は受託

未払者については 5,193 人全員に受託通知書を送っているということでございます。それに対して

住所不明者 963 人、同時に行った架電業務については応答なしの方が 3,696 人という状況になって

ございます。  

 こういう状況においてロでも示しておりますが、居所調査が重要になってくるということで記載

しておりますが、御説明があったとおり平成 20 年度は委託費が少額という理由で業務を実施しな

かったという状況でございます。  

 続きまして６ページでございます。(３)実施経費及び委託費の状況でございます。①につきまし

ては、従来病院が実施していたときの経費と委託費との比較ということでございますが、冒頭に見

ていただいた債権額がかなり落ち込んでいるという状況もございますので、やはり実施経費も委託

前・委託後で大きく変わっているという状況が読み取れます。  

 ②につきましては、民間事業者が実際に報告した経費と委託費の比較でございますが、初年度、

２年度とも赤字ということでございます。  

 ７ページ、(４)国立病院機構から御説明がございました委託見込債権の予定数量の減少要因につ

いて、改めて記載させていただいてございます。内容につきましては、実施状況の報告と同じでご

ざいますので省略させていただきます。  

 (５)本事業における国立病院機構の今後の対応ということで、これは実施状況の報告の結論にも

ございますが、結論としまして８ページ目の③ということで報告書にもございますけれども、本事

業の全体の状況を考慮した結果、82 病院すべての契約を解除するということで、契約解除後は各病

院について法的措置等の実施を強化した上で、委託対象債権の入金率向上に努めるということでの

御報告をいただいてございます。  

 ３とまして、ここからは内閣府の評価の内容でございます。  

 (１)本事業の業務範囲ということでございまして、そもそも国立病院機構が公共サービス改革法

第 14 条に基づいて平成 20 年３月に本事業の業務範囲、達成目標、要求水準を定めて実施要項を審

議したという経過がございます。その中の審議については弁護士法第 72 条に抵触しない範囲で行

う業務ということで、具体的にどこまでできるかというような話が行われたということでございま

すが、そういった議論の経過、業務範囲の前提を考えて事業者が選定されて実施してきたという経

緯を踏まえますと、国立病院機構の報告書や民間事業者からの報告にも同じような指摘がございま

すけれども、現状の枠組み、つまり弁護士法第 72 条の制限の中では考え得る改善方策は、それを

講じたとしても抜本的な成果・改善は認められないという報告でございますが、内閣府の評価案と
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しましては、こうしたすべての原因を弁護士法第 72 条の制限に帰しても必ずしも妥当とは言えな

いのではないかということで指摘しております。  

 (２)民間事業者による実施要項で定めた事項の実施状況等ということでございます。こちらにつ

いては御説明がございました居所等調査は初年度未実施だったということでございますが、その経

過を(イ)(ロ)(ハ)(ニ)ということで、こちらは国立病院機構の報告がございましたので省略させてい

ただきます。  

 ②につきましては、民間事業者からヒアリングした内容を付加している状況でございます。  

 本事業の民間事業者でございますけれども、委託債権額が実施要項に規定されていた予定数量よ

りも著しく少ないという状況と実績報酬がそれに連動して決まりますので、やはり委託費が少なく

なってコールセンターも２年目には縮小しているという状況がございます。  

 こうした経過から見ても、積極的に入金額を増加させる試みを行っているとは認められないので

はないか。そもそもそういった事業者が落札者として決定されたことが妥当であったのかという問

題について指摘しております。  

 「なお」以降ですが、民間事業者のヒアリングによりますと、今回病院の未収金での支払案内の

業務の経験はないということ、それから、国立病院の債権の質が高く、良質な債権という状況で回

収困難とは当初考えていなかったと申し立てている状況でございます。とはいえ、本事業者の受託

実績を見ますと、同じ支払案内業務ではないですけれども、日本学生支援機構の奨学金の管理回収

業務ですとか、日本年金機構の国民年金保険料の収納事業がございますので、債権そのものに対す

る見方についてはある程度の見識はあってしかるべきなのかなということで、こちらの受託実績と

いうことで実績事実を記載させていただいているということでございます。  

 それから、(３)契約書上の委託方法、国立病院機構による指示の不明確性ということでございま

すが、契約書について民間事業者に業務を確実に実行させる規定という意味では、不明確ではなか

ったかということで指摘させていただいてございます。  

 (４)国立病院機構による業務管理体制の妥当性ということでございまして、①～⑦につきまして

は、先ほど国立病院機構から御説明があったとおりの内容を記載させていただいておりますので、

省略させていただきます。  

 内閣府としましては「しかしながら」以降でございますが、こうした経過を見ていきますと、や

はり委託費が少額という理由で居所等調査業務を初年度に実施していないこと、それから、コール

センター業務を縮小しているという行為を許容している状況にある一方で、支払案内業務を強化す

る具体的な方策については成功していない状況と考えざるを得ないということで、そういう状況が

妥当であったのかということを指摘させていただいてございます。  

 結論としては改善方策の検討状況、具体的には委託開始１年という状況から報告いただいている

ということもございまして、そういった状況から見て、モニタリングの体制が不十分ではなかった

かということで指摘しております。  

 それから、幾つか民間事業者から提案を受けながら、最終的には現行の範囲内での改善を求めて

いる状況でございましたけれども、やはり改善計画の策定・検討については、相互の連携がもう少



27 
 

し必要ではなかったかという観点で記載しております。  

 (５)国立病院機構の事業開始準備の妥当性ということで、国立病院機構から御説明があった予定

債権が大きく減少した点について、民間事業者も居所等調査を行わない理由として申し立ててござ

います。この状況については御説明があったとおりでございますけれども、やはり事業開始前の段

階で、こうした実施要項に定められている国立病院機構から民間事業者に情報提供が円滑に行われ

なかったということ、それから、データの引き渡し等において十分な相互の連携が行われていなか

った可能性があるということで御指摘させていただいております。  

 (６)実績報酬率の設定と事業者選定については、本事業の実績報酬率は 10％ということで、ほか

の事例、公立病院でいきますと 30 か 40 という事例もございます。この点に関しては入札段階で見

た場合に、３～６番目で応札した事業者では１年以上困難なところが 30％という実績報酬を提案し

ていることを見ても、やはり十分でなかったのかということを指摘させていただいています。  

 それから、民間事業者のヒアリングによりましても、新規参入ということもあって 10％の実績報

酬率は問題ないということでコメントされているという状況でございます。  

 (７)につきましては、実績報酬による支払い方法の妥当性ということでございますけれども、今

回の業務範囲、請求行為ができないということ、それから、居所等調査業務のようなある程度腰を

据えてやらなければいけない業務を委託範囲に含めているという状況を見ると、やはり完全に実績

払いによる委託費というのは、業務を円滑に実施する上でなかなか難しかったのかということで指

摘しております。  

 (８)弁護士法第 72 条の件でございます。こちらは基本的にはサービサーが前提ですけれども、弁

護士法第 72 条に抵触しない範囲で行うものとされております。注１としては法務省による監督の

中での指摘ということで、面談による支払い案内や反復継続による架電というのは不適切な事例と

いうことでございます。  

 注２でございますけれども、そうは言いながらも、事前に本評価の(１)で本事業の業務範囲でも

指摘しておりますが、事前に審議に当たっては国立病院機構が実施要項をつくるときに法務省とも

十分確認した状況ということで伺っていますし、その内容と民間事業者が企画書に提案した支払案

内方法や、事業の開始以降も実施方法についてのすり合わせ、調整確認というのが十分行われてい

たのかということで記載しております。  

 この点に関してですが、国立病院機構さんの報告の中では公共サービス改革法の特例を設ける必

要性について言及されておりますし、厚生労働省からも公共サービス改革の対応に関する作業依頼

について法改正要望についての提出がございます。この法改正要望については、本評価の直接の対

象ということではないですけれども、関係府省の間で協議を行う課題ということで指摘しておりま

す。  

 (９)本事業の在り方でございますが、公共サービス改革基本方針には事業の実施状況を見ながら

更に検討するということでございますけれども、結論としましては、業務全体の見直しが必要と考

えられることということで、本実施要項において民間事業者が業務改善指示に従わない場合、また

は、最低水準を下回った場合において、機構が本契約による事業全体の状況を考慮した上で、法第
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20 条第１項の契約解除することができるということ、それから、民間事業者が最低水準を下回った

ときに契約解除できるとの契約書の規定に基づくことから、国立病院機構が契約全体の解除を判断

するのは妥当ではないかということでまとめてございます。  

 注でございますけれども、こうした解除の状況でございますが、解除の日から起算して５年を経

過しないものは官民競争入札等に参加できないという規定がございます。  

 以上が内閣府としての案でございますが、同時に、渡邉委員の修文案についても御紹介させてい

ただいてよろしいでしょうか。今の内容について若干付加していただいているところについて御説

明いたします。  

 ７ページの(４)の予定数量の大幅の「大幅」について付加するという御指摘です。  

 それから、①でございますけれども、病院は委託時に未払者の基本情報を提供するということで、

そもそも実施要項にございますので、それについて改めて付加していただいてございます。  

 ③については「大幅に」という文言を追加していただいております。  

 ９ページの②民間事業者でございますが、「しかしながら」を「ただし」という文言にしていた

だいております。  

 11 ページの(５)国立病院機構の事業開始準備の妥当性でございますが、文言の付加としては「民

間事業者が初年度に」ということでいただいております。  

 それから「実施要項においては、病院は委託時に未払者の基本情報を提供することとされている

が」という状況を付加していただいているのと、「事業開始時」は後で確認ということでございま

すけれども、あと「かつ適時」を付加していただいております。  

 12 ページの実績報酬率で 10％の基礎となる委託債権額ですけれども、これは提案前の提示額と

委託後の実績額において著しい乖離があるという状況からいっても、算定方法がそもそも適切であ

ったのか疑問ということで御指摘をいただいてございます。  

 以上が、渡邉委員からいただいた修文案の内容でございます。  

 内閣府からは以上でございます。  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 それでは、ただいま御説明いただきました件につきまして、御意見・御質問ございませんでしょ

うか。  

○渡邉副主査 私からよろしいですか。私の修文案について、ざっと拝見して大きなポイントだけ

申し上げると、「しかしながら」を「ただし」に変えたことと、主要な点で確認させていただきた

かったことと、前回まで出ていなかったお話で、今回私自身も大変驚いた債権額の大幅な乖離とい

うこともあって、そういう意味では、今日御確認させていただいた上で、この修文案をそのまま維

持させていただくのか、あるいはもっと変えるのかというのを考えつつ今日参った次第です。  

 冒頭の方からいきますと、いただいている機構のペーパーの８ページ目、委託債権額の当初予定

量の 26.5 億円に対して、実績の委託数量が 6.7 億円という予定の３分の１以下に落ちているのを拝

見して、大変驚きました。１つは、成功報酬の場合の価格の決め方について申し上げると、私のよ

うな素人目に見ても、成功しても成功しなくてもかかる費用、つまりベースになるコスト金額があ
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るので、成功報酬額を決めるときは、見込みの委託数量をベースに、ある程度の金額の見込みを出

した上で、委託債権額に成功報酬の割合を乗じてべースにかかる金額の採算がとれるかということ

を計算して成功報酬を決めると思います。その意味で、コストは非常にかかるのだけれども、もし

かして回収できないというときには、多分 10％ではなくて、フィフティー・フィフティーにすると

か、別に本件でフィフティー・フィフティーが正しかったかとかそういうことを申し上げているの

ではなくて、素人目に見ても計算方法としては、おそらく、そういうふうにするように思われます。

したがって委託債権額が当然小さければ、10％では固定費のところがカバーできないので最初から

30％でいくとか、例えば、そんなことはありませんけれども、私が成功報酬で案件を受けるとした

ら、事務員さんなり光熱費というのはどんな場合でもかかるわけですから、そういうものは計算す

るのが普通だと思います。本件について言うと、本当にこれだけ委託債権額が違うとしたら、そも

そも 10％と出すこと自体が想定の範囲外にあったのではないかという気がするのです。  

 そういう意味で、さきほどのコメントで、本当にこれだけ委託債権額に差が生じ得るものだとし

たら、計算方法はそれでよかったのかという素朴な疑問が沸いたというのが１点目です。  

 それから、これだけ債権額の乖離が生じた理由について機構の御説明を受けると、この背景には

「受託事業者への債権登録をウェブ報告システムで行うことが求められたが」と受動態で書いてあ

るので、誰がどういうふうに求めたかよくわかりませんでした。そこで、要項を拝見すると事業の

開始時には、機構からこれだけの情報を「提供する」でしたか、「開示する」でしたか、いずれか

になっていたと思います。  

○公共サービス改革推進室 民間事業者に対して提供する委託債権に関する情報と。  

○渡邉副主査 時期は、たしか事業開始時とその後定期的にという規定になっていたと思います。

そのため、私は、順序から言えば「求められたが」というのは事業開始のずっと前のはずだと思っ

ていました。そういう意味では、このウェブ報告システムで提供することは一体誰がどうやって決

めたのかわかりませんが、拝見したときにもし、事業者の方から求められたとすると、これだけ時

間がかかるのであれば、それは事業者がやるのですよねという話をするのか、別コストで例えば、

入力作業をやってくれるところに頼むとか、素人考えなのですけれども、普通は、ただでさえ忙し

いから発注するのに、自分で入力したら時間がかかってできないのは当たり前でしょうというよう

に考えたものですから、一体そこがどうなってしまったのか伺いたいと思います。単に、そのため

に委託の時期が遅れて成績が上がりません、自分でやってしまいましたというのであれば、そもそ

も契約は何だったのだろうかという非常に素朴な、これは弁護士としてでもなく、委員としてでも

なく、一素人として非常に素朴に疑問を持ったので、そこをコメントに書かせていただきました。 

 特に、実施要項には「事業開始時とその後定期的に」と書いてあるのに、始まってからウェブに

入力してみたいな要求がでたということであったとすれば、それは重要な問題点の一つだったろう

と思いました。別に誰を責めるわけではないのですが、原因がどこにあったかという客観的な事実

を書くとしたら、そこは素人ながら書かせていただくべきマターかなというのが２点目です。  

 ３点目は事実確認をしたいのですけれども、第 72 条が問題視されていることです。原因の一つ

ではなかったとまで申しあげる気はないのですが、私自身も金曜日の夜にここに来て、何度も第 72
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条の議論をさせていただいたというのは非常に記憶に残っています。例えば、和解にならないよう

に、支払いは何回に分けてもらえますかと言われたら、それにはお応えしないで病院に渡すとか、

非常に厳密にお話もいただき、法務省からの有権的解釈もいただいたという御説明を受けていたは

ずなのに、突然、事業者の方から３回を超えて請求すると弁護士法違反になるというような、今回

初めて伺う、サプライズになるような御説明をいただきました。もし第 72 条の関係で３回以上請

求できない、それが想定されたような業務ではないとすると、何で４回できないのか、それは法務

省がこう言っているからというのであれば、最初の法務省と話された内容は何だったのだろうとい

うように感じています。審議を通じて、前回は機構と事業者あるいは法務省で確認し合って、どこ

までやれるのかと手探りでやっていくのが普通だし、それを前提に私は最初にいろいろ第 72 条に

ついてどこまでできるか、ここまでやったら超えるかという審議のときに、そうされていると受け

止めていたのですけれども、今回の御説明を受けると、あれほど真剣にやった話はどこに消えてし

まったのかというのが率直なところです。そういう意味で、さすがに評価のところにそうは書けな

いのでしょうし、それは議事録を見ていただくしかないわけですけれども、そういう観点で、もし

調整が行われていてそれでもだめだったということであれば、むしろここにきっちり書くように教

えていただきたい。法務省が機構に対してした解釈・説明を変えてしまってこういう事態になった

のか、それとも変えたかもしれないけれども、誰も何も確認しないでこうなってしまったのか、そ

こを教えていただきたいというのが、この修正されたレポート版を内閣府の事務局からいただいた

ときに拝見した私のコメントです。もし、今申し上げた点が間違っていないのであれば、可能な限

りレポートには申し上げたコメントを反映していただきたいなと思っております。  

○樫谷主査 ありがとうございます。  

 事務局から、または機構から何かございますか。  

○大鶴部長 今、御指摘いただきました点で幾つか申し上げますが、やはり当初見込みがなかった

というのは、今日も御説明しましたけれども、債権を移管するときの実感や手間がかなりかかって

いたというのがありまして、例えば、委員が言われましたように、要項の中にも基本情報なり伝え

ることになっているのですが、具体的にどういう形で媒体をつくるかというのは、入札して業者が

決まって、業者と契約書を交わして、業者がどういうシステムで受け付けることにするかを決めて、

では、画面がこういうことになりますから、ここにこういう情報を入力してくださいということで

決まってまいりまして、入札自体は例えば６月末に開札するように、ほぼ１年ぐらい前から入札公

告をかけたり、企画書をとったりとしてやっているんですけれども、では、入札して業者を決めて

契約して、仕様書の中で入札の具体的なやり方を決めるのは、エクセルファイルであるのかとか、

画面に入れるのかというレベルで決めなければいけないものですから、それを決めるのは 10 月の

スタートにかなり迫った時間になってきたというのが１点ございます。  

○渡邉副主査 ウェブサイトで提供するというのは要項の中身ですか。  

○大鶴部長 電子媒体で提供することになっております。だから、変換はしなければいけませんけ

れども、エクセルファイルなのかＣＳＶファイルなのかとか。  

○渡邉副主査 法的な役割、義務としては、提供する義務があるだけで、彼らに言われたとおりや
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らなければいけない義務というのはあったのですか。  

○大鶴部長 義務かどうかというのはあれですけれども、向こうの求める様式なり、そこはどちら

がどういうことで提案することになっていたかというのは、この場合は電子ファイルでというとこ

ろまでだったものですから、何で提供するかということはかちっと決まっていなかったというのは

あります。そこは時間がかかると思います。  

 あと、情報量としても、ここでは非常に基本的なことのように書いてありますが、項目としては

１つの債権について 76 項目の入力をしなければいけない。未収金の１個の債権について、病院番

号を入れて、患者番号入れて、患者の漢字の名前を入れて、片仮名の名前を入れて、未成年者かど

うか、法律上の行為ができるかとか、生年月日と生存しているか死んでしまっているか、返戻があ

ったか、郵便番号、住所、電話番号、携帯電話、勤務先の番号、その他連絡先、勤務先の住所、通

院状況、支払い義務者がいるかとか相当量の業務になったというのがこの事業の結果で、それは間

違いがあるといけませんので、かなりチェックをかけながら移管するということで、かなり移管に

時間と手間がかかったというのが。  

○渡邉副主査 それは個別の病院がやったのですか。  

○大鶴部長 そうです。そのコストはいずれにしろ発生するわけで、それに見合った効果がないと

非効率という形になると思います。それは事業者と契約を進める段階で具体的になってきたわけで

すから、そこで事業開始時にそういう業務をすることになったということで。  

○渡邉副主査 登録に平均何か月ぐらいかかったのですか。  

○稲生専門委員 24 億に相当する部分は、全部で何件でしたか。  

○大鶴部長 予定数量でいけば２万 6,192 件。これについては過去の実績をそのまま、この対象に

なる債権はこうだということで見込みを立てているんですけれども、相談中の債権とか支払いが開

始された債権というのは除外債権にしていて、これは過去については確かに支払いの相談までいか

なかったり、払い込みにならなかったものが一生懸命やり出すと、それが除外対象になってくると

いうことになりますので、どうしても見込みが違っている、先生御指摘のとおり相当違う部分はあ

るんですけれども、かなり取り組んだ結果、違いが出てきたというところはあると思います。  

○稲生専門委員 結果的に、その作業はいつごろしたんですか。ＣＳＶかエクセルかわかりません

けれども。始まったのが 10 月で、いつごろから 24 億の仕分けというのをなさったんでしょうか。

要は、２万何千件だから、各病院当たりざっくり割れば 300 件ぐらいですよね。実際に出すか出さ

ないかというのは難しいのかもしれませんが、300 件ぐらいであれば、基本的なデータベースはそ

んなに時間がかからずにできるんじゃないかという気がするんですけれども、いつごろから作業を

なさったんでしょうか。１か月もあれば 300 件ぐらいであれば仕分けぐらいはできるように思うん

ですけれども。70 項目でしょう、しかも、郵便番号とかそういうのが１件、２件であれば、76 項

目自体は実はそんなに多いとは思いません。ただ、出すか出さないかという部分の御判断ですよね。

そこの部分が一番難しいんじゃないかなと思うので、そこは逆に言うと、内部的にもめたんじゃな

いかと思うんですが。  

○大鶴部長 結構、郵便番号のような軽いものもありますが、今の督促の状況で何回電話をして、
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何時ごろ電話をしたと。そのリアクションが行動表のどれに当てはまるのかというような当てはめ、

支払いについて受託とか、支払いについて延期を要請とか行動表への当てはめとか。  

○稲生専門委員 いつごろからそれを各病院さんに御依頼されたんですか。  

○大鶴部長 具体的には 10 月１日からなんですけれども、６月末に開札をして、それから、一番

の落札業者と協議して契約して、協議して契約書の締結が７月末で、８月末に実際にどういう形式

で入力できるかというのを。  

○稲生専門委員 要するに、１か月しかなかったということですね。  

○大鶴部長 １か月を超えて作業としてはやっております。  

○稲生専門委員 勿論そうですけれども、要するに、業者は１か月経ってもブーブー言っているわ

けでしょう、６億しかないじゃないかと。  

○渡邉副主査 普通は事業開始をしようと思ったら１か月前ぐらいに全部表を渡して、当日、事業

開始日にスタートアップするというのが、今までの入札監理委員会で扱わせていただいた案件のス

タートアップなのですけれども、今のお話だと事業開始時の事業者は準備どころか、まだ始まって

も名簿がそろっていなかったという状態にあったということですか。  

○樫谷主査 今聞いていると、国立病院機構の債権管理とか患者管理とかそういうシステムが整っ

ていなかったんですか。  

○和田課長 そうではなくて、コンピュータシステムでやっているところもありますが、基本的に

は督促整理簿という様式で、債務者ごとに一件一件書き加えているという状況です。  

○稲生専門委員 多分システムづくりというレベルではなくて、というのは別にＣＳＶの情報で渡

してやれば、あとどう加工するかは業者がやればいいだけの話で、それがエクセルだったかどうか

というのは実は本質じゃないんですよ。ただ、難しいのは、今おっしゃったようなさまざまな督促

の状況であるとか、それを本当に業者に委託するかどうかという見極めが２万 4,000 件あると１か

月ではやはり辛いなと。私はてっきり３か月ぐらいやると思っていたものですから。  

 ただ、それにしても、それ以降も結果的に当初の予定になかなか届かないわけですよね。ちょっ

とわからないのは、徴収業務報告書の８ページの下から２つ目のパラグラフは結構大事で、「この

結果、全ての回収に至らないまでも、分割納付や支払の相談に辿り着くなど、事業開始までの間に

支払が見込まれる予定となり、委託除外とすべき債権が増加した。この他、患者窓口と本事業の担

当者との連携不足で」とあって、この辺が結局何を言っているのか。前半部分は今言ったような、

恐らく１か月前から２万 4,000 件の仕分けに取り組んで、結果的にいろいろ調べていくと委託除外

とした方がいいんじゃないかという 80 の病院からの話があって、では、これは２億 4,000 万円の

うちから除こうかとか除くまいとか、多分そういう話があったことを示していると思うんです。  

 その後の「患者窓口と本事業の担当者の連携不足」は何を意味しているんでしょうか。  

○大鶴部長 予定の債権を見たときに、窓口の患者と直接接している場は返済の相談をしているけ

れども、この調査をかけた事務の窓口では既に相談が行われているのを把握していなかったという

ことです。  

○稲生専門委員 そういうことですか。ただ、そんな状況でも現場は督促をできるので、結果的に
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は債権回収は進んでいるわけですよね。わかりました。  

○樫谷主査 それも機構側からいただいた資料を見ますと、要求水準が１年未満で 40％、１年以上

で約２割、最低水準で 24.7％と 8.7％、実際の入金率はもっと低かったというのを見ると、機構が

やったものも実は２割ぐらいしか来ていないんですよね。この 40％というのは何だったんですかね。

なぜこういうことを言うかというと、40％も回収できるということをイメージしていて、26 億円

がありきで。１年未満と１年以上がどの程度の割合なのかわかりませんが、平均で３割ぐらいいけ

るだろうとしますよね。その 26 億に３割掛けると８億円とか９億円ですよね。その１割をもらえ

れば 8,000 万円もらえるわけです。８ページの受託業者が当初の見積額で 7,400 万円です。という

ことは、8,000 万円ぐらいいけそうだから優良債権だった。つまり、普通サービサーで４割も回収

できるというのはものすごい優良債権なんですよ。普通はもっと低いです、〇・何パーセントとか

１割とか回収できればいい方なんですね。そうすると、優良債権ですから 7,400 万円ぐらいコスト

をかけても１割でも十分だと。要するに、病院の回収業務の経験がないと書いてありますが、経験

があるところは３割とかで出したのかもしれませんけれども、ないところは結局、計算上１割にな

ってしまうんですよね。１割でも合うと見たんじゃないかと、これは想像ですけれども。当初のコ

ストを 7,400 万円で見て大体計算すると 8,000 万円、うまくいって要求水準をはるかに達成すれば

１億円ぐらいいけると。そうすると結構儲かりますよねという話になって、結果１割が３件もあっ

たのがそういうところにも原因があったんじゃないか。つまり、26 億円を前提に４割とか３割とか、

少なくとも２割とか言われてしまうと、結構計算してくるとこれぐらいかけてもいいかなと、だか

ら頑張れば１割でいいのかなという判断をひょっとしたら当初した可能性があるのかなと。  

 この 26 億 5,000 万円というのは、どこかのデータでとってきたんですか。予定額は出さなけれ

ばいけないんですけれども、これが違っていたということは相当ボタンのかけ違えが残ってしまっ

たのかなという気はしないでもないです。勿論、日立キャピタルさんが病院の難しさを知らないと

いうこともひょっとしたらあるのかもわかりませんが、普通は要求水準を達成できると読んでしま

いますよね。そこで、そういうことをついつい考えて計算して出たのかなと思ったんですが、それ

はどう思われますか。まず、26.5 億円の根拠、４割の根拠ですよね。  

○大鶴部長 これは各病院にそれぞれの債権の実態を調査してもらって、この除外要件に当たらな

いものがどういうものがあるかを積み上げてもらったと。  

○渡邉副主査 今のお話は、今だからということを言われるかもしれないのですけれども、ゴーイ

ング・コンサーンベースで出されましたか、それとも１年間の積上げ額とか出されましたか。債権

回収というのはさっきもお話がありましたけど、回収して、また未払債権が発生してというゴーイ

ング・コンサーンベースで見ないと数字が出てこないはずですよね。私が心配していますのは、余

りに乖離が大き過ぎて、事業者の方からしたら機構側のミスレプリゼンテーションなのではないか

という反論は十分あり得るお話なので、今の主査の御質問はミスレプリゼンテーションではなく、

きちんとした数字を示して、下手したら錯誤無効だみたいな話になりかねないような大きな乖離な

ので、それで私も伺いたいなと思っていたのです。  

○樫谷主査 単に事務処理の遅れで減ったというのであれば、まだわかるんですけれども、26.5 億
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円そのものが問題。それから、要求水準４割というのも、内閣府がつくったデータの３ページに不

参加病院を書いていただいているわけです。参加病院と比べたら確かにものすごくいいんです。た

だ、不参加病院で１年未満が 27.1％、１年以上が 12.2％ということですから、これは最低水準の

レベルなんですよ。いいと言っても最低水準のレベル。最低水準の１年未満は何とかクリアしてい

るけれども、１年以上についても何とかクリアしているのかな、このぐらいのレベルですよね。だ

から、これも不参加病院で熱心にやっていただいたと思うんですが、４割って何だったんだという

根本的なところが問われてしまう。つまり、元金も違うし、要求も違うといった、民間が見積もる

となったときに全くミスリードする情報を流したと言われたときに、いや、違いますと説明し切れ

るんですか。  

○河村副理事長 国立病院機構から出している資料の別紙３、一番最後のページをご覧いただきた

いと思いますけれども、過去の実績を踏まえて３か年平均が出ていますよね。全体としては入金率

が 18％であったと。１年未満が 37.6％、１年以上が 9.5％と書いてあります。これは全体の平均な

んです。要求水準というのは平均より下のものは平均にすると。平均より上のものと全部足し上げ

ると、それが４割超える。それから、最低水準というのは平均より上のものは全部平均にする、平

均より下のものを全部足し上げるということで出して、こういう数字です。これはまさに実績に基

づいてやっているということです。  

 それに対して、第１期再掲をご覧いただくと、委託債権はこういう数字であったと。全体として

4.7％。１年未満は 6.1％、１年以上は 4.3％というのが結果で、委託外の債権で病院の事務方が直

接取り組んだものは、こういう入金率だったということです。  

○樫谷主査 不参加病院というのはどういう意味ですか。  

○河村副理事長 要は、このスキームに入っていない病院です。  

○樫谷主査 平成 16～18 年というのは不参加病院と同じですよね。  

○河村副理事長 平成 16～18 年というのは、このスキームがまだ動いていない時期の状態です。  

○樫谷主査 動いていないところの方の入金率がよくて、動き始めたら減るというのはどういう根

拠ですか。  

○河村副理事長 動いていないものの３か年平均が 18.0％です。不参加病院は 19.1％です。  

○樫谷主査 若干上がったということですね。だから、要求水準から言うと、要求水準も平均する

と 19％ぐらいですから。  

○河村副理事長 要求水準は平均以下のものは平均にしてということですよね、それより上のもの

を数えると。最低水準というのは平均以上のものは平均にしてしまって、下のものを数えるという

形です。  

○渡邉副主査 ちょっと違う観点からの質問ですが、機構の報告書の５ページの(４)改善方策の検

討についてということで「各病院においては、受託事業者の回収状況について、事業開始直後によ

り毎月モニタリングをしており、入金率が低迷していることに対処するため、事業開始の初期の段

階から、速やかに債権登録するなど、受託事業者にとって、事業が円滑に行われるように配慮をし

てきたところである」と書いておられます。さきほどの話に戻りますが、やってもらう委託債権に
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ついては事業開始のときに既に発生しているものについては、さあ、これですと言って渡して始め

てもらっている。ほかのこの委員会にかかるような案件では、例えば、前任者がいるときには引き

継ぎは事業開始の何か月前ぐらいにスタートして開始までには終わらせているとか、全部セットア

ップして当日スタートできるようにするというので準備していて、入金率が低迷していることに対

処するために速やかに債権登録するというのは、そもそも契約とか実施要項に書いてある順序と違

います。また、「事業開始の初期の段階から」と書いていただいているのですが、これも例えば、

事業開始の事後に発生したものについてこう書かれるのであればそうかなと思うのですが、先ほど

来の御説明を伺っていると、そもそも既発生の部分についてもまだ渡っていないものがあって、私

が事業者の立場で見て、例えば争うと考えるのであれば、これは公表文書ですから、そのまま証拠

になりますから、こういうふうに機構は言っているけれどもというような、まさにそういう部分に

当たるのですけれども、そういう問題意識を持って伺うのですが、ここに書いてある記載は正確な

のでしょうか。  

○大鶴部長 これは病院によって移管債権をつくる手続が進んでいるところと、持っているところ

とありますので、そうした中で過去のものは早めに移すということですし、既に移し切ったところ

は新しくできたものを速やかに移すというような努力をしていただくというのが、ここで言おうと

しているところです。  

○渡邉副主査 例えば、公表された後は文章だけで判断することになるのですけれども、くどいよ

うですが、ここに書いてある記載は正確ですか。  

○河村副理事長 誤解を与える表現なら改めるのはやぶさかではないんです。私どもは４か月以上

の債権を委託するという形になっていますが、４か月以上経っても自分の方で処理できるという判

断があれば処理してしまいます。自分で処理する方がふさわしいと思えば。だから、そういう見極

めを早くやっていくという意味で。  

○渡邉副主査 そうだとすると、まさに機構側が最初に示された 26 億円が正確なプレゼンテーシ

ョンだったのか。要するに、各病院の裁量でいかようにも増減しますということだとすると、26

億円出しますよという前提そのものが欠けてしまいませんかというのが、私の今の心配です。  

○河村副理事長 基本的には、４か月以上のものは委託債権として渡すわけですよね。だから、そ

この見極めを早くやろうという話で、ただ、引きずるものも絶対にないわけではないので、そこは

そういう書き方をしたということです。  

○樫谷主査 もう一回この別紙３の見方ですが、第１期再掲というところがありますね。この 4.7

と 21.3 というのは、足し算すればいいということですか。  

○河村副理事長 その病院全体としては足し算になりますが、業者に委託した債権は入金率が 4.7

あるいは 6.1、4.3 だと。業者に委託しなかった債権については、自分でやった分はこれだけの入金

率であったと。  

○樫谷主査 ということは、分子によって違うのかもわかりませんが、21％を超えているわけです

よね。不参加病院は 19.1 しかないということは、参加した方が合わせるとよかったということで

すか。  
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○大鶴部長 参加病院を合わせたものは、第１期（Ｂ）で不参加病院より若干劣っています。  

○樫谷主査 「再掲」というのは、どういうことなんですか。  

○大鶴部長 第１期（Ｂ）をもう一回内訳を分けておりますという意味です。  

○稲生専門委員 この委託債権の話を引っ張って結果的に全体で見れば、不参加病院に負けたとい

うことなんでしょうね。  

○樫谷主査 １年未満は参加病院よりずっといいですよね。１年以上はちょっと負けていると。こ

れは分母が大きいということもあるんでしょうね。第２期は委託額が相当減っていて、この数字を

見る限り、何でこうなっているのかよくわからない。  

 いずれにしても、委託債権額が 26.5 億円あるんだけれども、これについては回収できるものは

して、できないものについてはお任せしますと言うなら何とかわかりますが、26.5 億円は前後する

でしょうけれども、まあまあ来るんだなと思いますよね。そこで見積もりが誤っていたと。それは

私がそう思うだけで違うかもわかりませんが。それで大幅に減ってしまったので話が違うという話

になっているのかなと。  

○稲生専門委員 そう考えると、実は 26 億円は一種の出発点にすぎなくて、各病院さんの方でで

きるものはうちでやりますよみたいな。だから、26 億円を出発点に引き算をしていったんじゃない

ですかね。委託できるものが 26 億円ありそうだという議論では実はなかったんじゃないですか。

そこは今から振り返ってどうなんですか。結局、話を総合するとそんな気もしてきて。民間さんか

らすれば 26 億円委託されるということで仕事をとったんでしょうけれども、そこは本当に大丈夫

ですか。もしかしたら、26 億円を出発点にもう一回見てくれと事務方から各病院さんに投げたとい

うことはないでしょうね。  

○大鶴部長 もう一回見てくれといいますか、債権の徴収ですから病院側で徴収努力をする部分と

そうでない部分があって、相談に至っていないものについて何もせずに委託することには必ずしも

なっていないものですから。  

○樫谷主査 それは行動として私は評価しますよ。ただし、入札業者の方に情報として開示すると

きには、ちゃんとそのことを明示して、従来だと 26 億円あるんだけれども、２割ぐらいあるいは

３割ぐらいですよと言ってもらえれば、その中でちょっと不良化したものだなということを前提に

見積もってくるんじゃないかと通常は思いますよね。そういう情報がないと 26 億円が来ると普通

は思いますよね。  

○大鶴部長 基本的には過去の実績を基に推計しているというのが大前提でして、この市場化テス

トを契機に取り組みを強化したと、一部事業者に委託する部分があるので、自分としてやらなけれ

ばいけない部分はここだと、４か月前だとかそういうことはありますので。そういうことで多分、

１年未満のところは特に大きく効果が出ているところもあります。そういう推計時と違ってちょっ

と動きがある部分が、渡邉副主査が言われるように大幅な状況で出てきているというのは。  

○渡邉副主査 私が言うようにというよりは、数字が３分の１なので、どういう表現を使おうが評

価は変えられない。率直に著しく大幅に減少したというのか、文章でだけ減少しましたと言って数

字を見なければわからない人はわからないとするのか、そこの違いかもしれませんけれども、率直
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であろうとすれば、やはり「大幅に」「著しく」、ほかに表現があるのでしょうかと思います。  

○樫谷主査 ましてや 26 億円じゃなくて、もっと不良化したものを渡すのであれば、要求水準 40％

というのは難しいかもわかりませんね。今までの平均では見ていけない、合わせて 40％としたら。 

○渡邉副主査 どういう説明を具体的に機構から民間事業者にしたのか。特に 26.5 億円の数字、

その前提、そこは非常に重要だと思いますし、これは委員会マターではありませんけれども、解除

されるのであれば、きちんとどの程度の法的リスクがあって、どういう主張をされ得るのかは御相

談いただいてから準備された方がいいと思います。  

○樫谷主査 ここで議論していてもあれなので、もう一遍そこから少し見直していただいて、いろ

いろなリスクもあるのでそれも考えながら、もう一度機構から出していただく案、あるいはそれに

基づく内閣府の評価案を見直さなければいけないんじゃないかと思うんです。だから、これは本当

のことになっていないんじゃないかと。何か事務処理が遅れたのでというのであればそうなんです

けれども、事務処理が遅れたのもあるんでしょうけれども、26 億円なかったというのはそれだけの

原因ではないんじゃないかと思います。  

○稲生専門委員 そこは解明をしたい。要は、４か月未払いでしたか、さっき副理事長さんがおっ

しゃっていたけれども、当初は 26.5 億円というのは４か月未回収みたいな、それを単純に上げて

いたものだと。手続をしていく中でもう一回各病院さんで精査してくれと、多分そういうやり方を

したのでグッと減ってしまったんじゃないかと。勿論手続の遅れもあるのでしょうけれども、そう

いった幾つかの要素が絡み合って当初６億円ぐらいにしぼんだというのが実態のような気がして

きましたね。  

○樫谷主査 初めからそういうことで説明されるのであれば問題なかったんですけれども、機構の

回収できるものは自分でやるよと、少し難しくなったものを任せる、これは政策ですから間違って

いないと思いますが、実施要項の中に反映されていないというところが、結果的に受託事業者をミ

スリードさせることになったのではないかと思うんです。  

○渡邉副主査 最後に１点だけ伺いたいのですけれども、機構が提示された金額と実績額のこれだ

けの大きな開きというのは、民間事業者から話を聞いて初めてここで原因の一つとして挙げられた

と思うのですが、機構が最初ご覧になったときは、これは全く原因ではないと考えて私どもにはお

話しいただかなかったのでしょうか。それとも、ほかの理由があるのでしょうか。  

○和田課長 報告書の中には、業務運営費が減少したということで盛り込んではおったんですが、

今回、内閣府さんの方から、それでは説明がちょっと不十分だから、そこをもっと詳しく書いたら

どうだという御提案をいただきましたので、今回書かせていただいたと。  

○渡邉副主査 原因だとお考えだったのですか。  

○大鶴部長 予定数量が違ってきたということで体制を組んでいるけれども赤字の状態になって

いるという説明を前回していまして、その体制をもってしても回収率は債権に対する入金は今の状

況ですので、その体制自体がどうだったかということにはならないんじゃないかと思っておりまし

た。回収率が目標水準に達しない、あるいは最低水準に達しないということですから、それが第１

期の予定数量に満たないけれども、彼らがある程度とった体制でそれだけの入金ができない状況と
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いうことですので、関係性はどちらかというと薄いのかなと。入金率の目標という意味では。  

○樫谷主査 でも、それは要求水準そのものの設定が、そういう選別した後のものを渡すというこ

とを前提に、要求水準、最低水準も含めてなっていないんじゃないですか。  

○河村副理事長 予定数量も３分の１でしたけれども、予定入金率というか、私たちが平均的に見

ている入金率よりも４分の１とか５分の１になっていることも事実なんですね。  

 それから、４か月以上の債権で難しい、トラブルになっている部分というのは病院側が引き受け

ますと。そうでない債権をやってくださいと、これが出発点であることは事実です。  

○樫谷主査 むしろトラブルになっていないものを病院機構がやって、トラブルになっているもの

を任せたようなイメージがあるので。  

○河村副理事長 そういうふうに聞こえたとしたら、そこは違うので、トラブルになっているから

引きずってしまっている部分というのは、やはりあったことは事実だと思います。  

○樫谷主査 事務局から何かありますか。  

○舘室長 恐らく相互作用があったと思うんです。機構及び病院は、予定債権額が 26 億円ぐらい

あるのではないかということで、お任せしようということで準備されている。その準備に若干の遅

れがあったのは確かなんですけれども、入金率が低いのでお任せすることについて逡巡があった可

能性はあるのではないかと。一方で、事業者の方はどんどん予定金額が積み上がるということでい

ろいろ準備をしてきた。そこに相互作用として、恐らく機構側が初めから何かバイアスを持って自

分のところで回収してしまおうと、それでお任せしないというつもりではなかったと信じておりま

す。ただ、そこに一つの相互作用が働いて、この 26.5 億円は１年間ですから、開始当初からそん

なにあるわけではないです。開始当初は、例えば５億円なら５億円で、だんだん４か月を経過する

ものが年間で増えていって、恐らく 26 億円になるということだと思います。  

○大鶴部長 これはトータルですけれども、開始当初としても 19 億円はありまして、その後また

年度内で期中で入るという予定があります。  

○舘室長 期初の十何億円が、事業者にとっては当初から債権として登録されているということが

契約して実行する行動の前提になっていたのに対して、その準備がやや遅れたと。一方で、病院側

は６億円預けているんだから、その６億円について恐らくパフォーマンスを上げてくれるだろうと

期待していたらパフォーマンスが上がらないので、26 億円も自分のところで作業して、これだけの

作業をするんだったら自分で回収してしまった方がいいのではないかという現場での懸念が発生

して、それがやや債権の積み上がりを妨げたのではないかという推測がちょっとされるような気が

いたします。  

○山西参事官 内閣府の評価は推測の部分では言えないので、事実だけで書かせていただきたいと

思っております。ですから、そこは通常でしたら申し訳ないですけれども、滞納の未然防止、プロ

の観点で言うと、例えばの話ですが、公共サービス法に乗せるということ以外に、外に任せるまで

の段階で長期的な滞納防止のための措置をやりなさいということを病院機構が各病院に対して言

うということは当たり前のことなのではないかと思います。  

 もう一つありますのは、実施要項で 40％の目標を立てるということは、ある意味で言うと監理委
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員会でも御議論したはずの前提でございますし、更に言うと、それでも 40％の水準まで僕たちはと

ることができるんですという方が応札されていると。しかも、それが新規参入で頑張りたいから

10％とか十数パーセントということで札を入れてきたところが２者あったのも事実ですし、それが

私どもの目から見て、普通は困難な債権を金融機関に対してやっているサービサーの方が 40％まで

できるというコミットメントとして応札されたんだと思いますし、それでやってみると私ども政府

の契約でございますから、たとえ目標値にいかなくても国のお金、血税から来ているものから言っ

たら、0.0１％でも入金率を高めてもらいたいというときに、いろいろなやりとりはあったと思う

んですが、気がついたら抜本的な改善にならないから私たちはやらないという態度をされて、病院

機構の方がそれをどう扱ったのかという問題があるのではないかと考えております。  

○渡邉副主査 甚だ生意気なことを言うようですが、契約は何のためにあったのだろうというのが

今のお話を伺っていてすごく率直な感想です。決して形式的な契約の解釈がいいとは思わないので

すけれども、事業者の方も最初のコミットメントは一体何だったのかという感じがします。契約を

し、契約書にこういうことをやりますと書き、ただ、今回内閣府からのレポートにも入っています

し、機構の方からいただいたレポートにも入っている、余りの金額の乖離の大きさ、これはやはり

契約の内容そのもの、効力そのものに影響しかねないような大きな乖離になっているので、そうい

う意味で、最初は事業者の方は本当に契約を遵守するということだったのだろうかという素朴な疑

問でスタートしていたのが、今回のレポートを拝見して、機構の方も契約ないし契約の前提として

伝えた事実に齟齬なく正確に伝えた上で、ある意味契約の前提といいましょうか、契約そのものの

内容になっているといいましょうか、そこは大丈夫なのですねというところを今日確認させていた

だきたい。  

 私もいろいろ思うところはありますが、推測では書けないと思ったので、先ほどの修文案なども

事実を伺ってから考えるしかないと思っておりました。事実をできるだけ正確に書いて、それを読

んだ方に評価していただくしかない。内閣府の評価が、あるいは内閣府というよりは私ども委員会

の評価が、この記載の事実から見てなるほどと思っていただけるのか、そうではなくて、むしろ機

構のレポートをご覧になって内閣府は突っ込み過ぎではないかとお考えになるかは読む人の自由

であり、それは私たちもいかんともしがたいのですが、そういう意味で正確な事実を書かせていた

だきたいというのがあって、先ほど、もし事実が違うのだったら御確認いただきたいと申し上げた

のも、そういう点です。  

 もう一回戻りますが、競合他者もみんな入札して、その中で勝ち残って契約をし、その契約した

両者の間の権利義務のお話、これは今、内閣府は市場化テストという観点からコメントさせていた

だいていますが、それぞれがノウハウと知見を持ったプロの機構と受注したサービサー間の契約と

いう観点からすると、今回両方のお話を伺っていると、これが仮に民事紛争だとしたらどういう帰

趨になるのだろうか、契約に照らしてどうなるのだろうかという観点から大変な不安を覚えている

ところです。私は具体的なレートとか算定方法は委員会が口を出すべき内容ではなくて、まさにプ

ロの知見を持った当事者同士のお話だと今まで信じておりましたので、そういう意味でちょっと今

日の内容は驚きであったという、最後にコメントめいて恐縮ですが、そんな観点で申し上げており



40 
 

ます。  

○樫谷主査 評価書をちゃんと書いて契約を解除するという説明でないと、とりあえず解除だけし

てくださいというようなことはできないですよね。  

○宇口室長 １点だけすみません、本省の立場で言っていいのかどうかわかりませんけれども、６

者もある複数のプロのサービサーの会社がコンペされて、ギャランティのところが 10％じゃなくて

30％とか前後を提示されたところのサービス内容というか提供内容がどんなものだったのかなと

いうのは、正直今の御議論であれば逆に病院の現場は聞きたいのではないかと。要するに、医療の

債権についてすべての事務屋が、今は独法になりましたので事務官ではありませんけれども、人事

異動もありますし、もともと人事分野、会計分野、ましては医事分野という事務の中でも病院の事

務は一応３つの分野ごとに分かれております。ですから、医事の医療のお金を回収するという、会

計法とか国の機関でございましたから契約等のプロ、人事等のノウハウがそのセクションが長いか

ら、医事課のセクションが長い事務方がもし医事課長なり事務部長、事務長の位置にいれば、相当

ノウハウというのはサービサーに近いようなものがあるのかもわかりませんが、人事の都合で庶務

とか会計の経験が長い者がなるということも当然あります。ですから、我々医療現場が求めた未収

金のトライアルというのは、参事官がおっしゃった本当のプロの方から各病院がこういう連合艦隊

ですから、すべからく一定のやり方をすればと。ですから、入り口でありました、こういうデータ

をください、こういうデータをください、そういう何十項目のようなデータは持たずしても、病院

の現場では未収金というのは督促を今までかけていたわけです。本当のことを言うと、督促を朝か

ら夜まで電話できるような人員が１人でもいれば物すごく上がりますよ。それが今まで定員の枠や、

独法になりましたから総定員法から離れたので雇ってもいいよということですが、国の機関は何十

年も事務職の定員削減ということでネット減がかかってきている。  

 ですから、この市場化テストに活路を見出して言ってきたので、何が言いたいかというと、30％

のギャランティのサービスというのは、実はプロの方が入ってこられて台帳化してくださいと。で

は、我々が欲しい情報をそこから持っていきますからというようなことまでやっていただかないと、

何のために委託に出しているのか、そういうデータをそろえる業務を今回現場の職員がやっている

んですけれども、もしやるような力があれば、もはやそこまで来ているわけですよ。日立キャピタ

ルの最初のインタビューをされたものを読んだときに、当然、医療未収金については初めてだと正

直に言っていただいているのと、安易な債権だとたかをくくったとおっしゃっている。だから 10％

のギャランティでいいですよとおっしゃったわけですから、もともと医療の未収金というのは、病

院の現場が回収できないから我々業者に頼んできている理由として、人がいないんでしょうと、ノ

ウハウが余りないんでしょうというところは、あとの 20％はどういうサービスを提供してくれるお

つもりだったんでしょうと。ですから、そこはこの議論をやっていくとイタチごっこになるのでは

ないかと。おっしゃっている 26 億 5,000 万円に到達していないのは入り口の問題で、正直そこは

ありますけれども、それを病院に 10％しかギャランティはないですから、そんなことまで会社でや

っていられませんと、病院の人がある程度データをくださいよと言って調べさせたら、本部から命

令がかかっている市場化テストですから、やるでしょう。やるけれども、ここまで資料そろえてや
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るんだったら自分たちでできるじゃないかという事態、要するに、これはうまく絡み合っていない

んじゃないでしょうかと。  

 申し上げたいのは、我々はそういうところまでプロの方が入ってこられて適切に御指導いただい

て、民間の活力で回収すると。それなりのギャランティはお支払いしますよと、全部我々の未収金

を回収した資金になるということではなくて、３割でもお出しするから、７割でも回収できれば御

の字ですよと踏んでいたはずなんですよね。その 10％の妥当性というのは、正直業界の中でどうだ

ったのかというのは私たちにわかりませんけれども。  

○樫谷主査 おっしゃるのもよくわかるんですが、26 億円の中身の話ですよね。債権の中身がどう

いう債権だったのか。実際、合わせてかなり回収しているわけですよ。だから、それはそれで 26

億円あったかどうかわかりませんが、トータルでは結構回収していますよね。それがそのままだっ

たらひょっとしたら、もっと上がったかもわかりません。ところが、結果的に回収すべきものは、

先にいろいろなトラブルがあったこともあって回収してしまったので、結局投げたものはそれほど

回収が容易でないものが行ってしまった可能性がありますよね。それはプロだから最初の見積もり

でやるわけで、事後的にすり替えたわけではないですけれども、結果的にそういう形になってしま

っていますから、それはプロだからと言われても。プロだから、これは難しいと判断したのでブレ

ーキを踏んでやめてしまったのかもわかりませんけれども。  

○大鶴部長 今、現状でこうした委託業務の状況が私たちにとっては非常に思わしくない状況にな

っていまして、主査も言っていただけますように、速やかに解除して、関係をもう一度きれいにし

て自分たちで実施したいというのが私たちの願いでございます。これについては多分御理解いただ

いているところでございまして、手続的には議を経て実施するということですけれども、その議の

範囲、所掌でどこまで委員の皆様が議論されるかというのは、今、参事官が言われたように要項に

沿った中で基準として最低基準、要求基準を議論の中でつくって、そこの基準を満たしているかど

うかというのを御議論いただいて、要項上での取扱いがどうかというのを議論いただくのではない

かと思っております。更に、実態的に私たちと事業者側との契約関係の有効・無効ですとか、さっ

き参事官が言われた実態関係でどういうことになるかというのは、私たちは私たちの主張をしてい

かなければいけないと思って、相手方がどのような御主張をされるかにもよるんですけれども、そ

れはまたそういう事態があれば、その中で主張していかなければいけない問題ではないかと思って

おります。  

○樫谷主査 とにかく解除は、よかったか悪かったかどうかはわかりませんが、要求水準を達成し

ていないということは明解なので、それは解除理由になるので、それだけ議論するのであれば本当

に簡単なんです。事業評価とは切り離してそっちだけ優先してしまうということができれば一番い

いし、これはじっくりもできないけれども、多少懸念の部分の整理をした上で事後的に評価は評価

でやると。評価した後でないと解除の了解はできないというのであれば別ですが、それは別だと理

解してしまえばいいのかなと思うんですけれども、どうですか。  

○山西参事官 これは整理のために委員の皆さんのお考えをお聞かせいただきたいんですが、26

億円あって、その事務処理が遅れたので当初は４億円、１年経っても６億円しか引き継ぎができな
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かったというのは事実だと思うんですけれども、そこで、病院機構側が意識的に業者の成績が悪い

から自分たちでやるんだということをやったんじゃないかということを今、委員の皆様から言われ

ているのに対して、やっていないという挙証責任を病院に持たせると、証拠が出てこないと思うん

です。  

○樫谷主査 やっているのではなくて、結果的に善意でやったわけですよね、早めに回収したいと

いうことで。結果的に出てきた債権が最初に約束したものと違っていたということは言えるのでは

ないかと思うんです。そこのことを言っているわけです。だから、悪意でやったわけでは決してな

いわけで、それはよく理解しています。逆に、担当としてやるべきことをやったのかもわかりませ

んから。ただ、結果的にサービサーとしては、それを受けた者にとってみれば、ものは遅れてくる

わ、出てきたものが予想していたものと違っていたと言えば、それは困りますよねという話ですよ

ね。それは見積もりの根拠となったベースが違うわけですよね。ただ、金額が違うだけではなくて、

ベースが違うわけですよ。  

○山西参事官 それが、例えば、事務処理が遅れたから病院の出納部門が逆に言えばお荷物を持つ

わけですよね。本来は受託企業に渡せばいいのに、それに対して出納課長さんが自分のところで電

算入力が遅れているから、それができないと。それを自分たちで入金を思い切りやるというインセ

ンティブになって、それで自分が評価されるという仕組みになっているかといったら、普通はそう

ではなくて、早く病院機構側は債権を引き渡すという形で作業をされているはずですし、それが逆

にたまってしまったので病院側に対して自分たちで積極的にやってくれという指示は出ていない

ものだと思うので、それはそういうものと思ってよろしいんですよね。  

 ですから、事実として債権の引き継ぎが当初想定したものより６億円になっているということま

ではここで明らかになるんですけれども、それを更に具体的に中身がどうだったのかということを

作業するとなると、かなり時間がかかるような気がするんですが。  

○樫谷主査 やはりこれは大事なことだと思いますよ。本当に原因を分析するにはそこをやらない

と、正直言ってこの結果は出ないと思います。今後も実施するとしたら、そこをちゃんと切り分け

て実施要項に書いて、その上で見積もってもわらないとフェアじゃないですよね。わざわざそうし

たのではなく、結果的にフェアでなくなってしまった。それはいろいろな理由からですと。だから、

これは機構が悪いというわけでもないんだけれども、機構は担当としてやるべきことはやっている、

それは当然不安ですよね、これはどうなるんだと思うから電話をかけて、あるいは接触して回収し

たというのは、それはそれで評価するわけですが、ただ、事業者の観点から見たら、違う債権が来

たんじゃないのと言いたくなってしまう。ただ、幸いそんなに受託事業者とトラブルになっていな

いので、合意によるキャンセルみたいなもので、それはそれで一つの解決方法かなとは思うんです

よ。  

○渡邉副主査 もともとなぜこういう話になってきたかというと、解除ということ自体に反対して

いる人はいなくて、ただ、もともとのスタートが第 72 条のせいでうまくいかなかったというご説

明ですが、第 72 条が原因なのですか、いや、違うのではないかというところから、あるいは、そ

もそも当初の見込み違いと抽象的に言われて、「はい、そうですか」と言うのですかというところ
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から、この話になっていると思います。本当の細かい事実認定というのはこの場では多分できない

でしょうし、非常に時間がかかるというのはそのとおりだと思います。  

 ただ他方、考えていない理由をつけてそれを根拠として解除しましょうというところは納得でき

ないというか、そうではないのではないかというところが、この間からの議論になっていると思い

ます。  

○樫谷主査 我々も気持ちが悪い話ですよね。  

○渡邉副主査 「最終的に議了しました」と言われたときに、「全部第 72 条のせいです、だから解

除するのです」と言われたときに、私たちが非常に不安を持った、解除の前提になるところがわか

らないまま、あるいは相手方の言い分もわからないまま、あるいは過去の経緯からいって全部第 72

条のせいですと言われることについては、それなりの疑念を持たざるを得ないと考えつつも、それ

でいながら「はい、そうですか」と言えるわけではありませんというところからスタートしている

わけです。本当に、例えば、エビデンスを持って主張を立証するかとかそういうお話をしているわ

けでもなく、あるいはどちらが悪かったのだということをここで決するために言っているわけでも

なく、くどいようですけれども、今日御説明いただいた内容は前回出ていたとおっしゃるのですが、

フォーカスの当たり方が違うのですよね。ですから、拝見したときに、しかも、事業者側の話を聞

いて、こんなことが理由だったのかと思ったというところが多分正直なところです。そうすると、

本当に詳細な事実認定をやるかは別として、多分今までの話の中でここに書いてあることは、なる

ほどそうなのだけれども、まだ残っているイシューとして樫谷主査がおっしゃっているのは、情報

提供の遅れのお話なのか、そもそも価格の計算が最初から違っていて、頼む債権の範囲が変わった

からなのか、ほかの理由なのかということを御質問で、それに答えていただければ今のやりとりし

ている内容がある程度糸がほつれる感があるのかなと、隣から聞いていて思ったのですけれども。 

○樫谷主査 私も混乱させたくないと思っていますが、何となく気持ち悪いというか、このまま「は

い、わかりました」ということで監理委員会に報告をして、監理委員会でどういう議論になるかわ

かりませんが、ちょっと突っ込まれたときに口ごもってしまうと。こんなに差があって何でだと言

われたときに、事務処理の遅れですというだけで済むのかと。何でこんなに違うんだと言われたと

きに何も言えないと。小委員会としてどういう審査、どういう評価をしたんだと言われたときには、

言いようがないですよね。そこまで突っ込まれるかどうかわかりませんけれども、非常に気持ちが

悪いというのがあって、ただし、急がなければいけないというのもよく理解はしています。  

○舘室長 御懸念の点は大変わかる面もございますが、総意は皆さん本件を速やかに解除すべきで

あると。事業の評価について基本方針で定められておりますのは「第 78 項に基づく内閣総理大臣

による事業の評価は、対象公共サービスの実施期間終了に合わせて行うこと」とされていることか

らしますと、本件対象事業の実施を途中で中断して解除するとなれば、その時点で評価が本来行わ

れているべきだと私は思います、解釈としては。しかし、あえて切り離そうと思えば解釈の仕方で、

「この評価は事業の評価の結果を基本方針に反映し、また、対象公共サービスの実施期間終了時に

対象公共サービスの継続、廃止等の次の段階にスムーズに移行することができる適切な時期から開

始されなければならない」と書いておりますので、次にこの事業をどうするかという基本方針を定
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めるまでに評価がされていればよいという解釈の可能性はあると思います。  

○樫谷主査 そこでできれば、私としても正直言って一番ありがたいんですよ。  

○舘室長 その御懸念の一方、今の内閣府の評価でございますが、委員からの御懸念もあるんです

が、事実関係については前回から比べますと、機構からも詳細の過程を開示していただいて、私ど

もも受託事業者からヒアリングさせていただいて、事実関係についは相当開示されてきているので

はないかと、私は今の御議論を聞きまして。  

○樫谷主査 大体、私も推測の部分も含めて、多分こういうことだなと頭の中では整理しているん

ですけれども、どこまで表現するかですよね。  

○渡邉副主査 多分、今のお話の中で大分わかってきたというところは誰も否定していなくて、今、

主査から御指摘があったのは、さきほど私が申し上げた 26 億 5,000 万円が減った理由が事務手続

の遅れなのか、あるいは頼む債権の範囲を減らすというか、間接的にあるいは反射的に減っていっ

たというお話なのかと、割と質問は集約されてきていると理解していたのです。言っておられたの

はそういうアウトスタンディングになっている１～２の事項をここで御回答いただいてというお

話かなと思ったのですけれども。  

○舘室長 私もそのように感じておりまして、そこから先の事実関係以上、どういう意図を持って

こういう行動が起こっているかというところの解明はなかなかし切れないところがあろうかと思

いますので、主査の方からもう一度機構の方に、更に 26.5 億円が実際に委託される際に減った原

因としましては、機構の方は債権の基本情報 76 項目をウェブサイトに入力するという行為が若干

遅れた可能性を一つの要因としておっしゃっていて、もう一つ、これは推測にすぎませんけれども、

実際に病院の現場で 76 項目のウェブサイトへの入力を託された場合に、その債権の４か月の要件

に当たるとか、自分で処理した方がしかるべきだという債権の区分とか、その辺りは詰め切れない

部分もあって、自分で回収する努力が加速されたので減ったと。どの要因がどのように働いたかは、

私は本当のところは究明し切れない側面があるのかなと思うんですが、いかがでしょうか。  

○樫谷主査 トータルのつじつまは合っているんですよね。機構としては最終的に回収率という意

味では、若干プラスかマイナスかは別として、機構トータルとしては幸いに、大体所用の目的を達

成していると。ただ、機構の部分と分けたときに、もともとのベースが違うんじゃないのという懸

念を持っています。その理由は、要するに事務処理が遅れたので機構の方として善意に解釈して、

とにかく危機感を感じて自ら回収したので減ったということであれば、それはそれで一つの解決方

法かなと思うんですね。  

 ただ、事業者としては、コストをかけてやっているのに何か違った債権が来たからと、私ならそ

う言いますよね。そうすると、今度責任のなすりつけ合いになる可能性もある。  

○渡邉副主査 別に本当の意味のエビデンスに基づいた事実認定とかおっしゃっているわけでも

ないし、私たちも思っているわけでもないし、主観的なところは特にこれぞ絶対というエビデンス

が出てこない限りわからない世界だと思います。ただ、ノウハウとか知見のない私たちや事務局が

推測することはできないにしても、本当にこの仕事がわかっておられる機構なり、あるいは病院か

ら何かインプットがあった上で、26.5 億円がこのぐらいに減った理由は、これとこれというところ
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を多分機構は推測できる立場がおありになるのかなという気もします。ですから、決して私は形式

論だけやっているつもりはないのですけれども、素人にはわからないことでも、お立場上わかるこ

とがあるのではあれば樫谷主査の質問にお答えいただいて、入れられるのであれば評価に入れても

いいですし、そういうところのお話がないと、こちらは少なくとも議了する以上は、解除について

は、私たちはやむを得ないと思いましたと委員会に御報告することになると思うので、そこのお話

だと思うのですけれども。  

 いろいろ勝手に樫谷主査の御発言の解釈めいたことを言ってしまって、すみません。  

○大鶴部長 推計と実態の預けが違ってきているというところは、推計は過去の実績をもってこの

ぐらいの規模の債権になるだろうということで、それは積上げをして実績を出して、そのくらいの

規模だということを推計しているんですけれども、それから、実施までの間に消えるものもあれば、

新しく出てくるものもあるので、これは必ずしも同一ではありませんが、その中で推計してから実

施に至るまでに、やはり徴収に対する意欲なり、あるいは先ほどうちからも報告していますけれど

も、事業実施後は委託業者の実績の状況などを見て、病院としては市場化テストに入って自分たち

の回収を努力していくんだというのも一方で市場化テストの中の目標としてありますので、そうし

た過去の実績をとってから事業開始まで、事業開始後の間の事業の実績を見ながら、自分たちも回

収努力に努めた結果、昔見込んだものがその後の回収努力で、要件としては既に支払済みのものと

か相談中のものを除くという対象で委託する予定になっていますので、そういう債権がかなり増え

てきて、その結果全体の委託の規模になったのではないかと思っております。  

○樫谷主査 私も監査をやっているので、そんな説明では認めません。その分も幾らかはあるでし

ょう。しかし、それで 26 億円が６億 7,000 万円になりましたと言われても、誰も認める人はいま

せん。  

○大鶴部長 ただ、要件として外れているのが相談中であるとか、分割支払い中であるとか。  

○樫谷主査 26 億円が６億 7,000 万円になったという理由は分析すれば明確にわかります。債権の

話だから、途中で消えるなんてことはあり得ない。やむを得ないならやむを得ないと認めますから、

機構としていろいろな努力をしたことも認めます。私は監査人として長年やっていましたから、ち

ゃんとデータを持ってきて、こういう事情でこうなりましたと、したがってこうなりましたという

ことは数字を見ればわかります。  

○大鶴部長 私たちのわかっている範囲で、今御報告させていただいていますが。  

○樫谷主査 わかっているというのは分析して初めてわかっていると言えるものです。推測ではな

く、しっかり分析して、今後に備えるのが正しい姿です。評価というのは後の話なので、機構とし

てよく分析することがまず第一でしょう。  

○河村副理事長 規模の問題は、確かにどこからどこまでが。  

○樫谷主査 最初の見積もりが間違っているというのであれば、しょうがないので間違ったでいい

んです。  

○河村副理事長 見込み間違いだったというのも勿論あるんだと思います。そこは正直に認めざる

を得ないと思いますが、ただ、どれくらいの範囲で見込み違いがあって、あるいはどの程度準備不
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足の影響があったのか、あるいはどの程度これだけの労力を使うことによって自分でやった方がい

いんじゃないかと思ったのか、その辺は正直把握し切れない部分があって大変申し訳ないんですけ

れども、過去の実績から見たらこれくらいとれるはずだということは一生懸命計算してやったんで

す。ただ、規模の評価については、そういう意味で精査もし、我々も分析したいと思います。先生

御指摘のとおりだと思います。  

 もう一つの質の評価という話については、入金率がこれだけ想定外に低いのはなぜかということ

と、コストパフォーマンスというか、時間と労力を相当つぎ込んだにもかかわらず、結局こういう

結果になったということを併せて考えたときに、回収業者も言っていますけれども、支払案内と請

求なり督促なりを分離したことによって、支払案内自体の効力が非常に減殺されたということは

我々も真摯に受け止めなければならない。あるいは評価の際には、そこは我々もそう思っているし、

業者もそう思っていて、これ以上入金率は上がらない。実際に、ほかの業者がやっているパフォー

マンスを見ても、私どもが直接やるよりも半分以下の状態に陥っているということも事実だし、そ

の過程において私どもは未収金がどんどん蓄積してきているということもありますから、規模の問

題というのは確かに両者が争いになれば本格的な争いになる可能性はありますけれども、そこは幸

いにしてお互いに合意の上でやめるという土俵にだんだんなってきているということも御理解願

いたいなと思います。  

○樫谷主査 26.5 億円が本当にあったのかどうか。見積もりを誤ったなら誤ったでいいんです。分

母としてあったのかどうか。トータルがわかりますよね。その中で、もともと委託するべきもので

はないもの、争いがあったもの、相談があったもの、それから、差額は委託したものですよね。も

ともと 26 億円ではなくて 50 億円あったという場合もあるし、16 億円しかなかったという場合も

ある。それで機構の方でどういう内容を回収したかがわかれば、最終的に事業者に委託したのがど

ういう内容でどのくらいかがわかります。ただ、遅れたことによる影響というのは、おっしゃると

おり難しいですが、実績では結果はこうなったということはわかります。結果は 26 億円あったの

か、なかったのか。それが機構で回収した分と、サービサーで回収した分と、機構でも回収できな

かった部分と、サービサーでも回収できなかった部分と分ければ数字は出てくるはずです。  

○舘室長 主査の今のお話にありましたように、私どもとしましても、もうちょっと原因を、当初

予定されていた債権が実際に３分の１以下に減った原因について、いま一度機構から御報告してい

ただいて、分析していただいた結果をお聞きした上で評価を。  

○樫谷主査 とにかく早めに提出していただいて、皆さんに報告していただいて、納得できればそ

れで結構です。しっかり分析していれば、それでいいんです。会計士だからかもしれないが、あい

まいになっているととても気持ち悪い。正式に本会議に報告するわけですから、３分の１、４分の

１になっているものを簡単に報告するわけにはいきません。分析をして説明してもらえれば、確か

にそうだなと納得しますから。  

 文書でもいいので早速報告してもらって、最終的には私に一任いただくということでよろしいで

しょうか。  

（「異議なし」と声あり）  



47 
 

○樫谷主査 それでは、本日はどうもありがとうございました。  

○舘室長 では、長時間ありがとうございました。  

 


